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   議事日程第２号      第１回定例会 

   令和４年３月７日（月）  午前９時３０分開議 

 

   再  開 

日程第 １ 一般質問 

 〃  ２ 議会案第１号 ロシアによるウクライナ侵略に断固抗議する決議 

 〃  ３ 議案説明 

 〃  ４ 質疑・討論・採決 

   散  会 

 

 

   本日の会議に付した事件 

 

   議事日程第２号に同じ 

 

 

 

   再    開     午前９時３０分 

 

○國井輝明議長 おはようございます。 

  ただいまから本会議を再開いたします。 

  本日の欠席通告議員はありません。 

  出席議員は定足数に達しておりますので、こ

れより本日の会議を開きます。 

  ここで、本日の会議運営について、議会運営

委員長の報告を求めます。阿部議会運営委員長。 

   〔阿部 清議会運営委員長 登壇〕 

○阿部 清議会運営委員長 おはようございます。 

 本日の議会運営につきましては、本日、委員６

名全員出席並びに関係者出席の下、議会運営委員

会を開催し協議いたしましたので、その結果につ

いて御報告申しあげます。 

 初めに、本日追加されます案件について申しあ

げます。 

 追加案件は、議会案第１号ロシアによるウクラ

イナ侵略に断固抗議する決議の１件であります。 

 このことにより、議事日程の一部変更が必要と

なります。 

  日程変更の詳細につきましては、お示しして

おります日程表のとおり変更となります。 

  以上、よろしくお取り計らいくださいますよ

うお願い申しあげ、報告といたします。 

○國井輝明議長 お諮りいたします。 

  本日の会議運営は、ただいまの議会運営委員

長報告のとおり決定することに御異議ありませ

んか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

  御異議なしと認めます。 

  よって、本日の会議運営は議会運営委員長報

告のとおり決定いたしました。 

  本日の会議は、議事日程第２号によって進め

てまいります。 

 

一 般 質 問 

 

○國井輝明議長 日程第１、これより一般質問を

行います。 

  通告順に質問を許します。質問時間は、１議

員につき答弁時間を含め60分以内となっており

ますので、要領よくかつ有効に進行されますよ
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うお願いいたします。 

  この際、執行部におきましても、質問者の意

をよく捉えられ、簡潔にして適切に答弁される

よう要望いたします。 

 

 一般質問通告書   

 令和４年３月７日（月）                         （第１回定例会） 

番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

１ 

 

 

 

２ 

 

３ 

 

高齢者が健康に生

きていくために 

 

 

さがえこうのとり

応援事業について 

気候危機の中、急

がれるゼロカーボ

ン 

（１）高齢者の聞こえ難さへの補聴器の

補助について 

（２）要介護４・５の高齢者が受けられ

る特別障害者手当について 

 ４月より、不妊治療が保険適用になる

が、この事業の今後の展開について 

 気候危機への対応や世界共通の目標で

ある温室効果ガス削減に向けた寒河江市

の対応について 

２番 

太 田 陽 子 

市 長 

 

 

 

市 長 

 

市 長 

 

４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の活性化と人

口減少対策につい

て 

 

（１）定住人口が減少する中、移住定住

や二地域居住に向けた施策について 

  ア ワーケーションの利用状況等に

ついて 

  イ 空き家解消も兼ねた今後の取組

について 

（２）地域の活性化につながる生活環境

の充実に向けた施策について 

  ア 私道等の解消に向けて 

  イ 高屋西浦地区の市営住宅跡地に

ついて 

  ウ 学校整備計画（案）で南部小学

校が統合されることについて 

（３）若者の流出対策と交流人口増加に

ついて 

  ア 若者や若年女性の流出対策につ

いて 

  イ 寒河江工業高等学校の令和６年 

   ４月供用開始に向けて 

  ウ 寒河江スケートパークについて 

３番 

鈴 木 みゆき 

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

感染症拡大防止対

策で混乱と混迷が

（１）看護・介護・保育現場のいわゆる

エッセンシャルワーカーの処遇改善

７番 

渡 邉 賢 一 

市 長 

病院事業管理者 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

続き、深刻な影響

を受けている地域

経済の再生、市民

生活の再建に向け

たさらなる緊急対

策について 

 

さがえっ子の未来

を築き、明日への

希望を実感できる

「学校施設整備計

画（案）」につい

て 

について 

（２）コロナ関連の現場で働く職員の負

担軽減を図るため、業務量に見合っ

た適正な人員配置について 

（３）定年制延長に伴う職員採用計画に

ついて 

（４）職員採用試験見直しについて 

（１）アンケート調査等の意見反映にい

て 

（２）市民への説明責任について 

（３）中学校３校統廃合による一極集中

の問題点について 

（４）新中学校建設予定地について 

（５）さらなる過疎化の進行と人口減少

問題への対応について 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 

教 育 長 

７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 

空き家対策につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業全般について 

 

（１）現在の空き家件数について 

（２）今後の対応について 

（３）２次調査はいつからどのような方

法で行うのかについて 

（４）「寒河江市空き家等対策協議会」

のメンバーについて 

（５）「寒河江市空き家相談窓口」の設

置で何件の相談があったのか、相談

の内容について 

（６）空き家バンクに登録している人数

について 

（７）空き家バンクへの登録のメリット

について 

（８）空き家の利活用について 

（９）空き家対策の進捗について 

（１）「はえぬき」など米価が大幅に下

がったことについて 

（２）本県の米農家への緊急支援につい

て 

（３）作付転換の推進について 

（４）収入保険の加入について 

１０番 

太 田 芳 彦 

市 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市 長 
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番号 質 問 事 項 要          旨 質  問  者 答 弁 者 

（５）樹木や施設の雪の被害について 

（６）凍霜害予防の設備普及について 

（７）さくらんぼの将来について 

９ 

 

 

 

 

 

１０ 

 

 

１１ 

 

将来の学校と教育

について 

 

 

 

 

市立学校が統合さ

れ、廃校となった

学校の姿について 

少子化対策につい

て 

（１）新中学校建設の予定地について 

（２）学校運営協議会やコミュニティ・

スクールの方向性について 

（３）小中学校の通学手段について 

（４）国際交流について 

（５）郷土愛を育む教育について 

 市立学校が統合された後、廃校となっ

た学校の利活用について 

 

（１）本市の産婦人科医院の状況につい

て 

（２）子育て環境について 

９番 

佐 藤 耕 治 

教 育 長 

 

 

 

 

 

市 長 

 

 

市 長 

 ※表内の文字表記は実際の通告書に基づき掲載しております。 

 

 

太田陽子議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号１番から３番までにつ

いて、２番太田陽子議員。 

○太田陽子議員 おはようございます。日本共産

党の太田陽子です。 

  今年度は、日本全国を覆う豪雪で、今まで経

験のないことの繰り返しでした。昨日も３月に

しては大雪で、我が家は、今朝、除雪機を出動

しました。 

  また、ロシアがウクライナへの侵略を開始し

たなど、大雪などは止められませんが、戦争は

国連や多くの国々の英知を集め、地球を守るた

め戦争を回避するのが、今、全ての地球に住む

者が目指すべき一番のことと思います。子や孫

へ平和な地球を残すことが、政治家の使命だと

思います。 

  昨夜ニュースで、ウクライナのある町で爆撃

を受け、子供が頭にけがを負い病院に運ばれて

いるシーンがありました。皆さんも御覧になっ

たと思いますが、あれを見て、夫と２人で見て

いたのですが、２人で涙を流さずにいられない、 

そんな思いで見ました。何の罪もない子供が、

今そういう状況に遭っています。ぜひ皆さん、

戦争はやめようと大きく声を上げていこうでは

ありませんか。 

  日本国憲法の前文では、「日本国民は、恒久

の平和を念願し、人間相互の関係を支配する崇

高な理想を深く自覚するのであって、平和を愛

する諸国民の公正と信義に信頼して、われらの

安全と生存を保持しようと決意した。われらは、

平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上

から永遠に除去しようと努めている国際社会に

おいて、名誉ある地位を占めたいと思う。われ

らは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏か

ら免かれ、平和のうちに生存する権利を有する

ことを確認する。」とあります。今こそ、この

精神の下、国際社会に訴え、平和裏に話合いの

場を持つことをすべきではないでしょうか。早
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くウクライナに平穏の日々が訪れるように、願

わずにはいられません。 

  私は、日本共産党と、この質問に関心を寄せ

ている市民を代表して質問いたします。誠意あ

る答弁をお願いいたします。 

  通告番号１番、高齢者が健康に生きていくた

めに、であります。 

  高齢性難聴者への補聴器の補助についてであ

ります。 

  最近、親しくしておりました高齢者の方が認

知症にかかりました。数年前から、耳の聞こえ

が悪くなったと話しておられました。ＪＡなど

で補聴器のモニタリングなどをし、販売するな

どのときに補聴器をつけてみたことがあり、補

聴器をつけると聞こえがよくなると話しており

ました。が、値段を聞くと、自分の年金ではど

うしようもない金額で、話が折り合わずという

ことを話しておられました。そのまま治療もな

く生活を続けておられましたが、加齢によるも

のだという諦めもありました。ここ二、三年の

うちに運転免許証も返納し、認知症はみるみる

進んでいったようで、徘回などもするようにな

りました。 

  難聴は認知症の一因でありますが、聞こえだ

けが認知症の原因とは考えられません。でも、

聞こえがよくなっていたらと思うと残念であり

ます。 

  全国的に広がりを見せている補聴器購入助成

を寒河江市でも行うことができないでしょうか、

お伺いいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 おはようございます。 

  太田議員からは、高齢者への補聴器の助成に

ついてどうかということでありますが、認知症

については、御案内のとおり、高血圧とか糖尿

病、それから喫煙、また加齢による聞こえ難さ

など、様々な要因で発症するというふうに考え

られているわけでありますけれども、高齢者の

４人に１人が認知症、またはその予備群と言わ

れているわけであります。誰もがなり得る可能

性のある身近な病気だというふうに言われてお

ります。 

  この認知症に関しては、生活習慣病の予防や

社会参加による社会的孤立の解消、さらには運

動や食事の改善などが発症の予防につながる可

能性が高いと言われているわけであります。 

  そういった意味で、本市におきましては、効

果的な予防方法を収集しながら、予防も含めた

認知症への備えとして、フレイル予防やＭＣＩ、

これは軽度認知障がいのことでありますけれど

も、ＭＣＩ対策の取組を推進しているところで

あります。 

  このフレイルというのは、御案内かと思いま

すが、加齢によって身体機能や予備機能が低下

した状態をいうんだそうでありますが、健康な

状態と要介護となる状態の間に位置するという

ことで、フレイルの状態であれば、栄養状態や

運動を改善することで、再び健康な状態に戻る

ことができるものというふうに考えられている

ところであります。 

  そのようなことから寒河江市では、高齢者に

なっても住み慣れた地域の中で、健康で安心し

て生きがいを持って暮らしていけるように、は

つらつコグニサイズ運動教室、また聞き慣れな

い名前のあれが出てきましたけれども、コグニ

サイズ運動教室、それから、はつらつ転倒予防

教室などのフレイル転倒予防事業、さらには元

気高齢者づくりポイント制度などで、社会参加

事業などに取り組んで認知症対策を推奨してい

るところであります。 

  このコグニサイズというのは、国立長寿医療

研究センターが開発した運動と認知課題、計算

するとか、しりとりをするなどということで、

そういうものを組み合わせた認知症予防を目的

とした取組の総称をいうのであります。英語の

コグニッション（認知）とエクササイズ（運
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動）を組み合わせたものということで、そうい

うものを教室の中で取り入れて実践していると

いうことであります。 

  認知症の方を地域で支えるための仕組みづく

りというのも大事でありまして、認知症につい

て正しく理解していただくための啓発などを

我々も行って、優しいまちづくりを推進してい

るところであります。 

  御質問にありました認知症対策としての高齢

者への補聴器購入補助でございますけれども、

議員御指摘のとおり、加齢による聞こえ難さも

認知症発症の要因の一つであるというふうに考

えられておりますので、今後、いろんな自治体

で取組を進めている状況でありますから、そう

いう状況を我々も研究させていただいて、また、

国県などの動向なども注視しながら、実態を把

握した上で検討していきたいというふうに考え

ております。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田陽子議員 いろいろな教室などを市で開い

てくださっているのは分かりますが、耳の聞こ

えが悪くなるとそういう教室への参加も疎まし

くなり、なかなかそういうことに参加できなく

なるという現状もあります。やっぱ聞こえは大

事なので、考えていただきたいと思います。 

  県内初となりますが、庄内町で、この新年度

予算で補聴器の補助を実施します。いろいろな

制限はありますが、２万円の助成を実施すると

いうのが決まっています。ぜひ寒河江市でも考

えていただきたいと思います。 

  老化は病気であり、治療することによって健

康を維持し、長生きできるということを研究し

ている方がいるということですが、長生きする

ことを心から喜べない現状があるのではないで

しょうか。 

  年金は４月より減り、10月より、所得の条件

はありますが、後期高齢者の医療費の窓口負担

が２倍になります。高齢者に優しいことが、今

のところ何一つ見当たらない状況です。 

  市会議員になるときに、市民の皆さんから寄

せられた声で一番多かったのが、「国保税の負

担が大きい」「年金で入所できる高齢者施設」

というのが圧倒的でした。私ぐらいの年齢は、

自分も年金生活なのに、親の介護や子や孫の世

話もあり働き続けているなど、大変な生活を強

いられている方も多いと思います。 

  老いに対しての恐怖心をあおるようなテレビ

ショッピング。膝、腰、物忘れ、あれもこれも

と考えたら、サプリは１回何錠飲めばいいでし

ょうか。最低でも３か月飲み続けるなど、うた

い文句です。幾らお金があっても足りません。

安心して老えられるように、白内障の手術が保

険適用になったように、加齢性の難聴や老眼な

ど保険適用になるよう、今後、国に働きかけを

していくことが大事であると思います。ぜひ市

長会などでも考えていただきたいと思います。 

  次に、要介護４・５の認定を受けている高齢

者への特別障害者手当の支給についてでありま

す。 

  今、特別障害者手当の支給の現状はどうなっ

ているのでしょうか、お伺いいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御質問の特別障害者手当につい

ては、昭和61年の４月に、これまでの福祉手当

制度が廃止されて、障がい者の生活の基盤とな

る所得保障制度を確立するために、障害基礎年

金と合わせて新たに創設された制度の手当であ

ります。 

  精神または身体の重度の障がいによって、在

宅での日常生活において常時特別の介護を必要

とする状態にあるため、その負担を軽減するこ

とを目的にした手当になっております。 

  御質問にありました本市の状況でありますが、

この令和４年２月現在で41名の方が支給対象と

なっておりますが、そのうち２名の方は、本人

または扶養義務者の所得制限により支給停止と
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なっております。また、ここ10年の支給対象者

数の平均は37名ということで、大きな増減はな

い状況であります。 

  なお、現在の支給対象者の年齢別状況として

は、20歳から40歳未満の方が半数以上の23名、

56％、65歳以上の方は９名、22％となっており

ますが、重度の障がい者として障害者手帳を取

得した方々が主で、特別な介護が必要とされる

方の全員が要介護認定を受けているという状況

になってございます。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田陽子議員 この特別障害者手当というのは、

先ほど市長からもあったように、重度の介護が

必要な方も対象になるのでないかと思うのです

が、在宅介護で御苦労している方に対して、こ

ういう制度がある、対象になる人が制度を知ら

なかったということがないように、啓発活動も

大事なのではないかと思います。今後どのよう

に啓発していくのか、お伺いしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 この特別障害者手当制度の啓発

については、市報において毎年、この特別障害

者手当制度だけでなくて、福祉手当や児童扶養

手当などの紹介も含めて、子育てと福祉のため

の各種手当制度の周知のために特集を組ませて

いただいております。また、市のホームページ

にも掲載し、広く一般の方にも周知しておりま

すし、また、障がい者団体に対しても定期的に

様々な情報を含めて提供しているところであり

ます。 

  また、障がい児・者に対しての支援に関する

情報については各医療機関などとも連携してお

りますので、医療機関からは、特別障害者手当

に限らず、障がい児・者の支援に関する様々な

情報提供と、各種申請に関する指導、助言をい

ただいております。医療機関からの勧めで特別

障害者手当の申請をなさる方もおられますので、

今後も関係機関、団体とも連携を密にしながら、

情報の提供に一層努めてまいりたいというふう

に考えているところでございます。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田陽子議員 この間は学校の特集がありまし

たが、あのように市報で定期的に取り上げてい

ただくのは大変よいことだと思うので、ぜひ継

続していただきたいと思います。 

  今、在宅介護で御苦労している方や困難を抱

えている方など、手を挙げられなくている方も

いらっしゃるのではないかと思います。特別障

害者手当がその方々への応援になるのではない

かと思うので、支給要件に合う方に対しては、

今後支給をできるのだという周知と、そういう

支給を受けられるという状態をつくっていただ

きたいと思います。 

  「介護を社会的なもの」にということで介護

保険が始まって、もう今年度で22年目になりま

す。介護疲れの心中、殺人など、悲劇が後を絶

ちません。安心して老いられる環境はまだまだ

十分とは言えません。かえって悪化しているの

ではないかとさえ思われます。 

  お金がなければ介護も受けられない、こんな

状況が本当にあっていいのかと私は常々思って

おります。80になっても働かなければならない

と、一生懸命歯を食いしばって頑張っている方

など、「在宅介護は大変だけど、入所施設はも

っとお金が足りなくて大変だ」「いつまで続く

か分からない。大学だったら４年で卒業するけ

れども、介護は卒業がない」など聞こえてきま

す。せめてもの応援として、在宅介護者に対し

て何か激励金のようなものがあってもよいので

ないかと思います。ぜひ市として考えていただ

きたいなと希望します。 

  通告番号２番、さがえこうのとり応援事業に

ついてであります。 

  不妊治療が令和４年度から保険適用になりま

す。高額で諦めていた方なども、保険適用によ

り治療を受けやすくなるのではないでしょうか。
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治療が成功し、妊娠に至る確率が20％以下だと

いうのを、この間、保健師さんからお伺いしま

した。そうであれば、高額な不妊治療を受けよ

うか悩んでいる方も多いのではないでしょうか。 

  この間の山新では、１回の不妊治療に50万円

くらいかかるということが書いてありました。

保険が適用されるのであれば、治療を受けてみ

ようかと考える方も増えるのではないでしょう

か。 

  不妊治療に対しての応援補助金を支給する

「さがえこうのとり応援事業」、令和３年はど

のくらいの市民が事業を活用していたのか、お

伺いいたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市におきましては、この

特定不妊治療費への助成については、平成19年

度から実施をしているのでありますが、平成30

年度からは「さがえこうのとり応援事業」とい

うことで、医療保険適用外の高額な治療費のか

かる体外受精や顕微授精などの特定不妊治療に

対して、県の補助事業へ上乗せして助成を行っ

ているわけであります。 

  また、市の独自事業として、一般不妊治療と

しての人工授精への助成を実施しております。

さらには、令和元年度からは、高額な医療費の

かかる不育症治療への助成事業も追加をさせて

いただいて、子供を持ちたいと希望されている

御夫婦に対して、経済的な面から支援を実施さ

せていただいております。 

  御質問の令和３年度の事業の活用状況であり

ますが、この２月末現在におきましては、特定

不妊治療費助成事業は28件、一般不妊治療費助

成事業は５件、不育症治療費助成事業は１件と

いうことでございます。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田陽子議員 令和２年度の決算ですと、特定

不妊治療が40件ありました。この間28件と、大

分減っているなあという感じがありますが、で

も、まだこのぐらいの需要があり、子供が生ま

れる可能性が出ているのであれば、やっぱり充

実してほしいなと思います。 

  令和４年４月より不妊治療が健康保険の適用

になるのですが、この予算案でも400万円のさ

がえこうのとり応援事業が計上されております。

この事業をどのように継続していくのかお伺い

したいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ただいま議員から御指摘のとお

り、令和４年４月の診療報酬改定におきまして、

高額な不妊治療への医療保険の適用が拡大され

ることになって、治療を受ける方の窓口負担は

原則３割になるわけであります。 

  そして、治療費が高額になる場合は、高額療

養費制度が適用されて自己負担の一部が払戻し

されることになるわけでありますが、一定程度

の自己負担が生じることが推測されるわけであ

ります。そのため県では、自己負担分について

一部助成することを予定しております。負担軽

減が図られることが期待されているわけであり

ます。 

  現時点において、明示されている保険適用に

なる対象内容の一つとしては、対象治療開始時

に、女性が40歳未満の場合は１子につき６回ま

で、40歳以上43歳未満の場合は１子につき３回

までという、対象者の年齢や回数制限の設定が

あるようでございます。 

  寒河江市としては、新年度より、40歳以上43

歳未満の場合でも、４回目以降でも、保険適用

外の自由診療において治療を希望する御夫婦に

対しまして、６回まで、上限30万円の助成金を

支給させていただいて、経済的負担の軽減を図

ってまいりたいというふうに考えているところ

であります。また、不育症治療についても、従

来どおり助成を実施していきたいというふうに

考えております。 

  今申しあげましたが、現時点で保険適用後の
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全容というのが明らかになっておりませんので、

受益者負担の動向というのが予測できないとこ

ろでありますので、その適用後の受診者負担状

況などを十分注視しながら、また、国県の支援

の動向などを考えながら今後も対応してまいり

たいというふうに考えております。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田陽子議員 不妊に悩む女性にとって、大変

応援になるのではないかと思います。ぜひ融通

の利く、その時点時点で臨機応変に対応してく

ださるようお願いします。 

  今、制度の改正など、多くの市民が活用でき

るようになるという不妊治療なんですけれども、

この情報とか周知徹底する方法とか、あと相談

窓口など、どのように考えていくのかお伺いし

たいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 これまでも申しあげましたが、

保険適用外で高額な治療費がかかる不妊治療が、

保険適用の対象になるということは画期的なこ

となのではないかというふうに思いますし、子

供さんを持ちたいと希望しながらも、治療が必

要な御夫婦にとっては朗報であるというふうに

思います。 

  国においても、広報や各種メディアなどで情

報提供されるということが予測されるわけであ

りますけれども、市におきましても、もちろん、

市報をはじめ市のホームページや寒河江ぽけっ

とナビなどを活用するなど、機会を捉えて治療

の保険適用化、そして、寒河江市のそれを補う

さがえこうのとり応援事業に関しての情報を的

確かつ積極的に発信をして、子供さんを持ちた

いと希望する方が情報を入手しやすいような環

境をつくっていきたい、周知には工夫をしてい

きたいというふうに考えております。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田陽子議員 この間、議会と高校生の意見交

換会で高校生が言うには、ツイッターとかをよ

く見るということでした。寒河江市も公式ツイ

ッターをしているので、例えば不妊というのは

どういうふうなことで不妊になるのかなど、き

ちんとそういうものをツイッターなどで発信す

るというのも一つなのではないでしょうか。ぜ

ひＳＮＳを活用して、若い世代に周知徹底でき

るよう取り組んでいただきたいと思います。 

  14人に１人が体外受精で生まれる時代だそう

です。保険適用になり不妊治療を受けやすくな

りましたが、今後の課題としてですが、寒河江

市ではこの間、市職員に対して不妊治療を受け

やすいように規則を改正しておりますが、市内

の事業所や自営業、農業などへの支援、まだま

だ足りないのではないかと考えられます。 

  市以外の事業所に対しての周知徹底など、先

進地域ではどういうふうにしているのかなど研

究していただいて、寒河江市で何ができるか検

討し、少子化の克服の一環として、このよい施

策を生かした市政運営にしていただきたいと希

望します。 

  出生率が2.0になるよう、国が滅びないよう

に、寒河江市としても、今後より一層の少子化

対策に取り組んでいただきたいと思います。 

  続いて、通告番号３番です。気候危機の中、

急がれるゼロカーボンについてであります。 

  気候危機への対応や世界共通の目標である温

室効果ガスの削減に向けた寒河江市の対応につ

いてお伺いします。 

  一昨年の豪雨災害や今年の豪雪など、気候変

動が大きく、今まで経験したことのないような

ことが起こり、目の当たりにしてきました。一

昨年の豪雨災害など、あと１日大雨が降ったら、

我が家は寒河江川で浸水の危険があったのでは

ないかと実感しました。もう家すれすれまで、

水が怖いくらいに上がってきました。 

  世界は、ＣＯＰ26などゼロカーボンに向けて

本気の取組をしています。日本は、またＣＯＰ

26でも化石賞を受賞してしまいました。しかし、
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ぐだぐだ言っている時間はない。とにかく地球

に生きる一人として、どのような取組が必要か

みんなで考え、国連・ＩＰＣＣ（気候変動に関

する政府間パネル）「1.5℃特別報告書」は、

2030年までに、大気中の温室効果ガス（その大

半はＣＯ２の排出）を2010年比で45％削減、

2050年までに実質ゼロを達成できないと、世界

の平均気温の上昇を、産業革命前に比して1.5

度までに抑え込むことができないことを明らか

にしました。 

  目標は、外国並みにＣＯ２の削減に取り組む

ことが大事であり、地球を守ることにつながり

ます。来年度、ゼロカーボンシティ宣言をする

に当たり、寒河江市として具体的にどのような

施策を考えているのかお伺いします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 太田議員御指摘のとおり、近年、

地球温暖化が原因と見られる異常気象により自

然災害が多発しております。私たちの暮らしに

深刻な影響を及ぼしている状況であります。 

  地球温暖化対策は、全世界共通の喫緊の課題

というふうになっておりまして、御指摘のとお

り、2015年に合意されたパリ協定では、産業革

命からの平均気温上昇の幅を２℃未満として、

1.5℃に抑えるよう努力するという目標が国際

的に広く共有されております。 

  その後、2018年に公表されたＩＰＣＣ・国連

の気温変動に関する政府間パネルの特別報告書

では、気温上昇を２℃よりリスクの低い1.5℃

に抑えるためには、2050年までに二酸化炭素の

排出量を実質ゼロにする必要があると公表され

たところでございます。 

  我が国においては、2020年10月に、「2050年

カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目

指す」との宣言をいたしました。こうした状況

を踏まえまして、本市におきましても、今定例

会において「寒河江市ゼロカーボンシティ宣

言」を議案として上程させていただいていると

ころであります。 

  このゼロカーボンシティ宣言につきましては、

議第12号の宣言案のとおりでございますが、

2050年までに温室効果ガスの排出量を実質ゼロ

にすることを目指して、持続可能な脱炭素型社

会の実現に向けた取組を進めていくことの表明

でございます。 

  本市においては、既に新第６次寒河江市振興

計画において、ゼロカーボンシティの実現に向

けて、省エネルギー活動や再生可能エネルギー

の普及拡大を図るという重点目標を掲げて、太

陽光発電など再生可能エネルギー設備導入への

支援でありますとか、小中学校での環境教育を

実施しているところでございます。 

  今後のさらなる取組としては、令和４年度よ

り、公共施設における使用電力を自然エネルギ

ー由来である再生可能エネルギーへと転換を進

めていき、温室効果ガスの削減を図ってまいり

たいと考えているところであります。 

  また、寒河江市環境基本計画と寒河江市地球

温暖化対策実行計画の見直しを予定して、その

計画見直し過程の中で、本市に適した地球温暖

化対策を検討して、ゼロカーボンシティに向け

た新たな施策、指標を策定していきたいという

ふうに考えているところでございます。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田陽子議員 具体的な施策など、今回の第６

次振興計画の見直しで、Ｖ２Ｈ設備への補助な

どを新たに検討していることもありますが、な

かなか電気自動車の購入や太陽光発電・蓄電な

ど、機材を用意するのに高価であるとか、あと

古い家では屋根が対応できず、太陽光発電のパ

ネルが上げられないなどなど、個人の再エネに

対しては今後も支援の充実が必要と思われるの

ですが、どのようにお考えでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 ただいま御指摘にありました再

生可能エネルギー設備導入への支援であります
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けれども、市内の一般住宅や事業所を対象とし

て、太陽光発電設備や蓄電池、木質バイオマス

燃料機器等の設置について補助を行っておりま

す。これは平成30年度から行わせていただいて

おりますが、市民の皆さんの再生可能エネルギ

ーへの意識が高まっているということから、今

年度におきましては、昨年の９月に補正予算で

追加をさせていただいている状況でございます。

来年度も実施していくということになりますが、

さらに令和４年度からは、先ほどありましたこ

れまでのメニューに加えて、電気自動車と住宅

の相互充放電を可能にするＶ２Ｈ設備について

も、補助対象にすることを予定しているところ

であります。 

  今後も、再生可能エネルギーの活用について

は、新しい技術が展開されていくということが

想定される分野でありますので、そのような技

術革新に合わせて、設備導入への補助対象の拡

充でありますとか適切な情報の提供などを行っ

て、再生可能エネルギー設備の普及促進をさら

に進めていきたいというふうに考えております。 

  さらに、こういった設備導入への支援と併せ

て、ライフスタイルの変革や消費電力の削減と

いった省エネルギー活動の実践も前からやって

いるわけですけれども、さらに意識の高揚を図

りながら総合的に取り組んでいくということが

必要かというふうに思います。そういう取組を

進めて、ゼロカーボンシティに向けた持続可能

な循環型社会の構築に向かって進んでまいりた

いというふうに考えているところでございます。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田陽子議員 ますます省エネなど必要になっ

てくるのでないかと思います。断熱による省エ

ネ住宅へのリフォームとか、太陽光パネル、蓄

電池への補助とか、多くの市民が利用できるよ

うになってほしいと思います。 

  あと、ＣＯ２削減目標の意味と緊急性を広く

市民に理解してもらうため、啓発活動が重要に

なってくるのではないか、一人一人の考え方を

変えていかなければならないのではないかと私

は思っておりますが、市長はどのようにお考え

かお伺いします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 これまでお答え申しあげたとお

り、国では、パリ協定以降の国際的な流れを受

けて、令和２年10月に、「2050年カーボンニュ

ートラル、脱炭素社会の実現を目指す」という

ことを宣言し、令和３年４月に、この実現に向

けた中期目標として、2030年度に温室効果ガス

を46％削減、さらには、50％の高みに向け挑戦

を続けることを表明しているわけであります。 

  この2030年までというのは、残すところ８年

しかないわけであります。この大きな目標に対

して予断を許さない状況なのではないかという

ふうに思いますし、市におきましても全力を挙

げて目標達成に向かって取り組んでいく必要が

あるというふうに思っております。 

  この目標を達成していくためには、市民の皆

さんからも、温室効果ガスの排出量削減の重要

性について改めて広く知っていただくというこ

とが肝要かというふうに思います。これまでも

市のほうでは、市報で温暖化対策の特集記事の

掲載をしたり、また、小学４年生を対象にして、

タブレットを使ってのエコチャレンジ、出前講

座などの環境教育を実施してきたりということ

で、啓発活動を行ってきたわけでありますけれ

ども、来年度におきましては、こうした市報で

の連載や小学生の環境教育の推進のほかに、エ

コドライブ講習や講演会の実施など、市民の皆

さんに関心を持ってもらえるような様々な機会

を設けていきたいというふうに考えているとこ

ろでございます。 

  また、節電とか節水、それから食品ロスをな

くすこと、私たちが身の回りから始められる、

国が進めているゼロカーボンアクション30など

の取組も広く紹介していきたいというふうに考
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えているところであります。 

  いずれにいたしましても、市民の皆さんお一

人お一人が、この気候変動に起因して生ずる生

活、社会、経済、そして自然環境における影響

というものを理解していただいて、地球温暖化

防止に対する意識を身近なものとして考えて、

小さなことからでも行動に移していってもらえ

るよう、そういったきめ細かな情報を発信して

いくことが大事なのではないかというふうに考

えておりますので、これからもそういった意味

で啓発活動により一層力を入れてまいりたいと

いうふうに考えているところであります。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田陽子議員 地球に住む一人一人が自覚を持

って、エネルギー問題、ＣＯ２の削減を考えて

いかなければならない世の中になってきたなあ

と、私もこの質問をするに当たりいろいろな本

を読んで本当に感じております。 

  営農型太陽光発電、小水力発電、地域の条件

に合った自然エネルギーが必要で、あと８年に

迫った2030年までの目標達成に、市民の力を活

用し本当に達成していかなければ、国際社会か

ら取り残されてしまうのではないかと危惧して

おります。 

  学校教育の中でも、エコチャレンジとか、先

ほど市長のほうからあったようにやっていると

いうこともありますが、かもがわ出版で出して

いる「こども気候変動アクション30」という本

なんですが〔資料を示す〕、こういう本なんか

も結構何冊も出ております。ぜひ学校の図書と

か、図書館にもあるのではないかと思いますが、

配置していただきたいと思います。 

  また、営農型太陽光発電は農林課、小水力発

電も農林課など、やっぱり各担当課を超えての、

寒河江市全体としてみんなで取り組めるような、

「こんなところから省エネ」など、市民の皆さ

んの声を寄せてもらうコンテストとか、多くの

方々を巻き込んだ運動にしていくことが重要な

のではないでしょうか。各課を超えて、市とし

てワンストップの相談窓口や、そういうふうな

小水力発電をしてみたいとか、営農型太陽光発

電に取り組みたいとかそういう声が出れば、担

当課を度外視して、ワンストップで相談を受け

られる窓口などを設けるのが今後の課題ではな

いかと思います。 

  脱炭素化、省エネと再生可能エネルギーの推

進は、生活水準の悪化や耐乏生活を強いるので

も、経済の悪化や停滞をもたらすものでもあり

ません。それどころか、新しい雇用を生み出し、

地域経済を活性化し、新たな技術の開発など、

持続可能な成長の大きな可能性を持っています。 

  私も、この子供用の本を勉強して〔資料を示

す〕、生ごみを出さないようにするとか食事を

残さないで食べるなど、自分ができる省エネ、

脱炭素のことを考えて生活していくきっかけに、

この質問がきっかけになったなと思います。ぜ

ひ、市民全体、市民一人一人がこの問題に取り

組み、すぐにでも動き出すことを要望し、質問

を終わります。 

  ありがとうございました。 

 

鈴木みゆき議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号４番について、３番鈴

木みゆき議員。 

○鈴木みゆき議員 国民・立憲民主クラブの鈴木

みゆきです。 

  ロシアがウクライナに侵攻して約11日が過ぎ

ようとしています。この間、被害が拡大してい

ます。被爆国日本は、この侵攻が何も生まない、

悲しみと苦しみしか残らないということを知っ

ています。犠牲となられた方々に哀悼の意を表

するとともに、新型コロナウイルス感染症の一

日も早い終息をお祈り申しあげます。 

  それでは、一般質問をさせていただきます。

よろしくお願い申しあげます。 
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  通告番号４番、地域の活性化と人口減少対策

について。 

  （１）定住人口が減少する中、移住や二地域

居住に向けた施策について。 

  現在、本市の人口は４万人台を保っている状

態にあります。令和３年３月に改定されました

「寒河江市人口ビジョン」を拝見しますと、皆

様御存じのとおり、2005年以降、人口減少傾向

にあります。特徴としては、自然動態として、

出生数が死亡数を上回る自然減の増加、そして、

10代後半の学生が大学を卒業後、本市に戻らず

就職をする、また若年女性の流出傾向が強まっ

ている等であります。 

  山形県の各市町村におきましても、令和３年

11月現在の数値を見ますと、東根市を除く全て

の市町村で人口減少となっております。これは、

東北においてだけでなく、国全体の問題でもあ

ります。このことから見ましても、全ての地域

で人口減少が進む中、定住人口を増やすことは

なかなか難しいのではないかと考えられます。 

  そこで、新型コロナウイルス感染症を契機に

注目されているのが二地域居住であります。い

わゆる都市住民が、本人や家族のニーズに応じ

て、主な生活拠点とは別に、特定の地域に生活

拠点を設ける暮らしです。 

  本市では、ワーケーションとして、さがえ心

地体験住宅「さがえベース」を募集しており、

寒河江市での生活体験ができる施設を設けまし

た。まずは、そのさがえベースの利用状況につ

いて伺います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 鈴木みゆき議員から、ワーケー

ション利用状況ということで御質問がありまし

たが、御指摘のとおり寒河江市では、移住定住

を促進して地域活性化を図るということを目的

として、市外の方に一定期間本市での生活体験

をしてもらって、納得して移住定住してもらう

ための新たな取組として、昨年８月に、さがえ

心地体験住宅「さがえベース」を開設したとこ

ろであります。 

  開設の時期がコロナの第５波と重なって、緊

急事態宣言とかまん延防止等重点措置の発令地

域からの利用制限などがあって、実際は10月か

ら利用開始になっておるわけでありますが、利

用状況としては、これまでのところ３組の利用

がございました。３組というと少ないという感

じがいたしますけれども、この利用期間につい

ては、短い組は３日程度でありますが、長い組

は３か月というのもあって、この３組でありま

す。出身地を見ると、宮城県、神奈川県、大阪

府、年齢も30代、40代、50代と多岐にわたって

いるところでございます。 

  今後の予約状況などを見ますと、実施要綱に

よって半年先の９月まで予約可能というふうに

しておるんですけれども、既に７組の予約をい

ただいているところであります。ほぼ空きがな

くなっている状況というふうになってございま

す。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 現在のところ、定住につなが

るような事例はありましたでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 まだ残念ながら定住につながっ

たという事例はございません。我々としては、

寒河江のベストシーズンというのは初夏であり

ますから、それに向けて魅力を体感していただ

いて、多くの方より移住先として選んでいただ

けるよう、さらに取組を進めていきたいという

ふうに考えております。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 予約で埋まっているというこ

とで、大変期待ができる状態だと思います。今

後も、寒河江市移住体験ができる「さがえベー

ス」という窓口は、常に継続して開設していた

だきたいと思います。 

  私の知り合いに、60歳の定年を迎えたら、都
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市部の自宅はそのままにしておき、春から秋に

実家に戻り、畑などをして暮らしたいという方

がいました。さきに挙げた二地域居住をしたい

という要望です。 

  また、昨年12月に放送された某テレビ局の人

気番組「ポツンと一軒家」で、大分県日田市の

山奥にある一軒家にたどり着く内容でしたが、

情報を提供してくれた住民が都会から移住して

きた夫婦でした。リモートワークで仕事ができ

るようになり、念願だった環境のよい田舎で暮

らしたいという要望から、古民家をリフォーム

して暮らし始めたそうです。古民家と田んぼも

込みで約300万円のところ、自治体などの補助

があったため半額の150万円ほどで購入できた

そうです。 

  長い人生において、仕事も一区切りでき、多

様なライフスタイルを実現したいと願う50代か

ら60代前半ぐらいの人も増えてきているのでは

ないかと思います。 

  国土交通省の調査で、コロナ禍における国民

の意識の変化を見てみますと、令和２年６月時

点で、「地方暮らしへの関心が高まりました

か」の問いに、とても高まった14.2％、やや高

まった31.8％、合わせて46％と半数近くになり、

移住定住よりも二地域居住を考えると答えた方

が42.4％と、これも半数近くになります。 

  本市でも、ホームページ等で公開しておりま

す空き家バンク、空き家を有効活用して定住の

促進や地域の活性化を図る目的ですが、ほかの

自治体に比較してみても、これまでの登録件数

が少ないのではないかと思います。これは、空

き家や土地の所有者に対し行政側がアクション

を起こしにくい、所有者が亡くなり相続する親

族が遠方にいるなど、困難な状況になっている

ことも考えられます。 

  令和３年４月に、所有者が不明な土地の解消

に向けて法律が改正されました。法改正により、

相続登記や住所変更などに伴う登記の申請が義

務化されます。法令の施行日は、令和５年４月

１日から段階的に施行されるそうです。義務化

となれば、所有者不明土地発生の予防にもなり、

円滑な土地利用につながるのではないかと考え

られます。 

  そこで、空き家等が増えていくと推測される

中、空き家調査の後、所有者を特定し、売却や

賃貸などができるように、民間と連携しながら、

物件をなるべく多くホームページ等で発信して

いくための専門部門を設けるなど、積極的に取

り組んでいかれてはいかがでしょうか、市長の

お考えをお聞きします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 空き家についての御質問であり

ますが、空き家の適正管理については、寒河江

市ではこれまで、平成30年３月に策定をいたし

ました「寒河江市空き家等対策計画」に基づい

て取り組んでいるところでありまして、空き家

の管理台帳というものを作成して、毎年、空き

家の適正管理について所有者の方に注意喚起を

させていただいているところであります。 

  御質問の法改正に伴う空き家対策の強化につ

いてでございますけれども、市としては、これ

までも毎年、寒河江市司法書士会、それから宅

地建物取引業協会寒河江の各団体の御協力の下

に、空き家の解消に向けての相談会を開催した

り、また、空き家の利活用方策の一つとして、

御指摘のあった空き家バンクへの登録をお願い

したりしているわけであります。こういったこ

とをホームページに掲載し、情報を発信してい

るわけであります。 

  そういった意味で、現時点で、引き続き空き

家の調査、それから民間事業者との連携、情報

発信などについては、寒河江市の担当部署にお

いて確認をして、関係団体とも十分連携をしな

がら、その対策に取り組んでいきたいというふ

うに考えているところでございます。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 
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○鈴木みゆき議員 今後とも、ぜひほかの部門と

連携しながら力を入れていっていただきたいと

思います。 

  件数は決して多くはないと思うんですけれど

も、空き家などに人が入ることにより、その地

域の活性化につながり防犯にもなることと思い

ます。そして、ホームページ等に、移住者の方

の感想などもアップしていただけると、親近感

も湧くのではないかなと思いますので、ぜひよ

ろしくお願いいたします。 

  次に、（２）地域の活性化につながる生活環

境の充実に向けた施策についてです。 

  南部地区や寒河江市内各所に見受けられる私

道等は、居住者が高齢になると、狭い道路のた

め、自家用車運転や降雪のときの除雪など困難

になってきます。そこで、私道等に面した建物

が空き家などになり、市道認定条件を満たせる

見通しが立つ場合、道路整備をするための制度

などを伺いたい。よろしくお願いします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 私道についての御質問でありま

すが、私道については、個人または団体などが

所有している土地を道路として使用している区

域になりますので、維持管理については原則、

私道の所有者もしくは利用者の方で行っていた

だくことになるわけであります。 

  しかしながら、御質問にもありました除雪作

業など、生活に支障を来すような問題の解決に

は、市として支援、協力していくという観点で、

市内一斉除雪の出動時において、朝の７時から

９時までの間に私道除雪の受付をさせていただ

いて、市道除雪完了後になるわけでありますけ

れども、市除雪オペレーターが手分けをして私

道の除雪を実施しているところでございます。 

  御質問の趣旨は、空き家が出た場合に、空き

家などを解体して道路を拡張する場合、そうい

うことについての支援制度はどうかという御質

問かというふうに思いますけれども、現在、ま

ず空き家解消対策として、解体費用について助

成制度、老朽危険空き家解体事業費補助制度と

いうのを設けているところであります。 

  また一方で、私道の整備に対する支援として

は、路面の舗装、側溝・擁壁の新設または改築

などについて、寒河江市私道整備補助制度を設

けているところでございます。この制度は、費

用の80％以内、100万円を限度に補助金を交付

するということになっております。ぜひ有効に

活用していただければというふうに考えている

ところでございます。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 解体補助制度など、そういっ

た制度を組み合わせて利用することにより、私

道を徐々に市道認定のほうに近づけられるとい

うことが分かりました。高齢化が進む中、住民

もこのような制度を利用し、今後の暮らしやす

い地域、まちづくりにつながるよう、市民の皆

様に私のほうからも広めていきたいと思います。 

  次に、市営住宅の跡地の利活用についてです。 

  新しい市営住宅が間もなく完成します。そこ

で、現在の南部地区にある老朽化した市営住宅

の跡地を解体するとのことですが、町会長のほ

うから、グラウンドゴルフやゲートボールがで

きるような公園にしてほしいと要望が上がって

きたことと思います。 

  また、高屋西浦地区は新興住宅地で、住民が

公民館を建てましたが、そのとき駐車場も取れ

なかったほど狭いところにあります。そのよう

なことも踏まえた上で、住民と話し合い、より

よい跡地利用をしていただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 現在、老朽化が進行している市

営住宅であります西寒河江住宅、高屋住宅、西

浦住宅を一つにして建て替えて、陵南アパート

として、令和４年、今年の４月の供用開始に向

けて今準備を進めているところであります。間
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もなくでありますが、完成した暁には、西寒河

江住宅、高屋住宅、西浦住宅にお住まいの方か

ら陵南アパートへ転居をしていただいて、転居

が完了した住宅から順次取壊しを行う予定にし

ているところであります。 

  御質問の市営住宅の跡地利用についてであり

ますけれども、都市計画用途地域の指定では、

西寒河江住宅のある緑町は第一種住居地域、西

浦住宅の高屋西浦地区は第一種中高層住居専用

地域となっておりまして、良好な住居環境を保

護するための地域となっているわけであります。 

  また、高屋住宅がある高屋地区は無指定です

けれども、周辺に、御案内のとおり住宅地が広

がっているところであります。市営住宅の跡地

利用については、周辺の環境に十分配慮して、

定住人口の増加を図るための方策を検討してい

きたいというふうに考えているところでござい

ます。 

  御指摘のとおり、高屋１町会からは、子供さ

んや高齢者のための公園の設置についての要望

書が提出されておりますので、今後、改めて御

意見をお聞かせいただきながら、土地利用検討

委員会において有効な活用を検討していきたい

というふうに考えているところであります。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 ぜひ住民の意見を取り入れて

いただいて、そして、跡地を有効利用していた

だきたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

  次に、学校整備計画（案）についてです。 

  現在、パブリックコメントを募集している状

況であると思います。中学校３校を１校に、小

学校も統合されていく計画を策定しています。

特に南部地区におきましては、陵南中学校も市

内中心部に統合され移動し、南部小学校も寒河

江小学校と統合するか、または社会情勢の変化

によっては、中部小学校と柴橋小学校の統合校

へ統合するとなっております。 

  学校がそれぞれ遠方へ移動するとなると、地

域の活性化もなくなり、子育て世代が南部地区

に移住しにくくなるのではないかと懸念されま

す。恐らく過疎化が急速に進むのではないかと

も心配されます。 

  さらに、南部小学校は、災害時の避難所に指

定されています。市民の安心・安全を保つため

にも、小学校をなくす代わりに、コミュニティ

ーセンター等それに代わるようなものを建築す

る必要があるのではないかと思いますが、御所

見を伺います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御案内のとおり学校施設という

のは、学習の場としての利用のみならず、地域

の生涯学習や文化スポーツ活動などにも利用さ

れている、身近な公共施設であるわけでありま

す。そして、御指摘のとおり、災害時には地域

の避難場所としての役割を果たすということで、

大変地域にとっては重要な施設になっていると

いうふうに認識をしております。 

  寒河江市といたしましては、今後、学校施設

整備計画を踏まえて、統合の検討と併せて、現

在の校舎や屋内運動施設などの建物及び土地の

利活用については、各地域の皆様の御意見を十

分お聞きしてまいらなければならないというふ

うに考えているところであります。 

  御質問の陵南中学校及び南部小学校統合後の

避難所や地域活動の中心となる施設についてで

ありますけれども、地区公民館など他の公共施

設もありますので、これから広く検討していく

必要があるというふうに考えを持っているとこ

ろでございます。 

  いずれにしても、高齢化の進展、あるいは有

事などを想定いたしますと、地域内の結びつき

や支え合いというのがこれまで以上に重要にな

ってまいりますので、学校統合後における避難

所の指定、それから地域コミュニティー活動の

拠点施設の整備につきましては、安全・安心で
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地域の活性化につながるものとなるように、市

と関係団体及び地域の皆さんとしっかり連携を

密にして進めてまいりたいなというふうに考え

ているところでございます。 

○國井輝明議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は11時といたします。 

 休 憩 午前１０時４４分  

 再 開 午前１１時００分  

○國井輝明議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 南部小学校は避難所に指定さ

れておりますので、地域の方々の意見を集約し

ながら、今後どのような施設が南部地区にある

べきか検討して、調整していっていただきたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

  （３）若者の流出対策と交流人口増加につい

てです。 

  寒河江市人口ビジョンのとおり、特に10代の

若者が大学進学などで県外に行ってしまい、本

市には戻らず、そのまま就職をする。その後、

20代後半におけるＵターン転入者が多くはなる

ものの、転出超過の数までは届かないとありま

す。これは、家庭の事情や離職したときなど、

何かきっかけがあれば地元に戻りたいと考えて

いる若者が多いのではないかと推測されます。 

  中でも注目すべきは、若年女性の流出傾向が

高い点です。そこで提案にはなりますが、商工

団体などと連携して、20代女性が地元に就職し

たいと思うような就職先や職場環境などをピッ

クアップし、活躍している女性を紹介し、生徒

に情報発信をしてみてはいかがでしょうか。 

  また、子供の進路に強い影響力を持つ保護者

に対しても、地元企業の情報発信や講演会、ワ

ークショップなどを開催し参加してもらう、ま

た、寒河江市に就職したときの暮らしをシミュ

レーションし、都会暮らしに比較してどれぐら

い住みやすいのかなどを調査、公開するなど、

独自性のある事業を展開してみてはどうかと思

います。市長の考えをお聞きします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 鈴木議員から様々貴重な御提案

をいただきまして、ありがとうございます。 

  御指摘のとおり、昨年３月に改定をした「寒

河江市人口ビジョン」でもお示しをしているわ

けでありますけれども、若年層については男女

ともに、高校卒業後は大学などへの進学を機に

市外へ転出して、卒業後は本市には戻らずに就

職する方が多いと推察されるわけでありますけ

れども、特に若い女性の市外への流出傾向が強

まっているというふうに認識をしているところ

であります。 

  人口減少が進む中で地元への回帰定着を促し

て、若者や女性の活躍を推進すること、そうい

うことは地域経済や地域社会の活性化に欠かせ

ないというふうに思ってございます。 

  議員からの御質問の中にもありましたが、地

元で若手や女性が生き生きと活躍している企業

でありますとか、仕事と家庭、子育て、地域活

動といった、仕事以外の生活の両立支援に積極

的に取り組む地元企業などの存在というのは、

地域の魅力を高める要素の一つでございますの

で、こうした企業について、学生だけでなくて、

保護者の方にも積極的に情報を発信して、ふる

さと寒河江に関心を持ってもらえるよう、市と

して関係団体と連携して、そういう取組を進め

ていきたいというふうに考えております。 

  県のほうでは、県内市町村と移住支援情報を

取りまとめて、移住総合支援ガイドブック「Ｌ

ｉｆｅ ｉｎ 山形」というのを発行して、こ

ういうものを発行しているわけですけれども

〔資料を示す〕、こういう中で、子育て期間か

ら退職するまでの30年間に、「山形暮らし」と

「東京暮らし」の収支比較を掲載しているんで

ありますね。こういう表を掲載するわけであり

ますけれども、貯蓄面で見ると、「山形暮ら
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し」のほうが貯蓄額が1.4倍になっているとい

うデータが示されているところであります。こ

うした点なども含めて、地元寒河江に戻ってき

たい、住み続けたいと思っていただけるように、

様々な機会を捉えて、子育て支援、Ｕターン支

援制度などの情報発信に努めていきたいという

ふうに考えているところであります。 

  さらに、本市ではこれまでも、「さがえっこ

ライフデザインセミナー」というのを学校のほ

うで実施をしていただいています。小学生のう

ちから郷土愛、それから職業観の醸成に取り組

んでいるというところでありますが、これまで

の枠組みにとらわれないような独自性のある取

組が必要だというふうに思いますので、我々と

しても新たな取組を、女性、それから学生、さ

らには保護者の方々に対して、地元で暮らす魅

力を訴えかけるような工夫をしていきたいとい

うふうに考えているところであります。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 ぜひ、女性が働きやすい環境

づくりは必要だと思います。そして、生き生き

と働いている、女性が輝いている職場が増える

ように、本市としてもぜひ誘導していっていた

だきたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

  次に、寒河江工業高等学校の令和６年４月の

供用開始に向け、整備事業が現在進められてい

るようであります。特色ある教育と地域産業を

担う優秀な工業技術者を育成する学校でありま

す。 

  令和元年のデータによると、107名在籍のう

ち60名が県内企業へ就職していました。おおよ

そ半数近くが県内に就職しているようです。寒

河江中央工業団地に就職する生徒が多くなれば、 

寒河江市の発展につながるのではないでしょう

か。本市として、この新しい校舎の整備を転機

に、どのように連携していくのでしょうか。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 県立寒河江工業高等学校に関し

ましては、これまでも地域と密着したものづく

り教育などを推進していただいて、地元企業と

地域との連携交流によって、優れた技術者を多

数輩出していただいているところであります。 

  同校の今春卒業予定者の就職内定状況を先般

伺ったところ、２月末現在では、104名の卒業

予定者のうち39名が県内企業へ、そして、うち

10名が市内企業に就職予定ということでありま

す。これは、年によって若干ばらつきがあると

いうふうにもなっているようであります。 

  寒河江市といたしましては、雇用対策事業と

いうことで、就職を希望している市内及び西村

山地域の高校１年生から３年生までを対象にし

て、地域産業の発展を担う人材育成を目的にし

て、インターンシップの事業でありますとか、

研修会、講習会などの開催などをさせていただ

いて、職業に関する知識の習得と自覚を促して、

就業の促進というものを図ってきたところであ

ります。 

  また、高校生の地元企業説明会ということで、

積極的に高校生に地元企業の方と話をする機会

をつくって、より興味と関心を持っていただく

よう取り組んできたところでございます。 

  御案内とおり、令和６年４月に供用開始予定

となっております県立寒河江工業高等学校の新

校舎の計画概要を拝見させていただきますと、

産学連携拠点としての機能なども設置されてい

ると伺っているところであります。 

  一方、このたびの入試志願状況を見ると、大

変厳しい倍率となっている状況でございます。

市としては、より魅力ある工業高校として改築

整備されて、工業団地に隣接するそういう強み

を生かして、立地企業との交流によって地元企

業への理解が一層進むよう、大いに期待をして

いるところでございます。 

  市といたしましては、今後とも可能な限り支

援を行うことにしているところでありますし、
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先ほど御意見にもありました保護者の方に対し

ての地元企業に関する情報発信など、地元定着

率増加に向けた取組については、市の商工会、

寒河江中央工業団地振興協会など関係団体とも

十分連携をさせていただいて、実施をしていき

たいというふうに考えているところであります。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 新しい校舎になるということ

ですので、ぜひ、その魅力で学生を引き寄せる

ような高校になってほしいと思いますし、本市

としても、今までどおり、いやそれ以上に支援

していただいて、寒河江中央工業団地に就職し

ていただくのを目的として、今後も連携してい

っていただきたいと思います。 

  次に、交流人口増加に向けた施策についてで

あります。 

  本市におきましては、数々のイベントや昨年

オープンした慈恩寺テラス、今後建設予定のチ

ェリーランド再整備計画のアクティビティエリ

アや新市民浴場など、交流人口の増加につなが

る事業が既に展開されていると考えます。 

  そこで、さらなる交流人口増加が期待できる

と思われる高瀬山の寒河江スケートパークにス

トリートエリアを整備中です。東北最先端の施

設で、東京オリンピックで選手が活躍した人気

のあるスポーツです。スケートボード教室には、 

「順番待ち」と報道されるほどでありました。

現在、本市にあるようなスケートパークは東北

にどの程度あるのか伺います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御質問のスケートボード競技に

ついては、昨年夏の東京オリンピック2020での

日本人選手の活躍などもあって、大変盛り上が

っている状況かというふうに思います。 

  御指摘のとおり、本市には東北最大規模とさ

れるスケートパークが整備されております。設

置者は山形県ということでありますが、今年度

から３か年事業で、競技種目に合わせた改修工

事が今進められています。 

  東北地方におけるスケートパークの施設数は

どのくらいかということで御質問でありました

が、行政などが設置する屋外型のコンクリート

パークとしては13か所ほどあるということでご

ざいます。県別に見ると、山形県が３か所、宮

城県が４か所、岩手、秋田、福島各県が２か所

ずつということであります。施設の面積として

は、寒河江スケートパークが最大のようでござ

います。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 面積では寒河江が一番最大と

いうことで、ほかにも宮城県などにもスケート

パークが存在するということですが、今後、オ

リンピック選手を招いてイベントの開催や大会

を誘致するなど、寒河江市を全国にアピールし、

地域活性化につなげてはどうかと思いますが、

お考えを伺います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 去年の夏の東京オリンピック

2020大会では、御案内とおり寒河江市は韓国の

スケートボードチームとホストタウンを結んで、

様々な事前の取組などをさせていただいたわけ

でありますが、そういったつながりから、日本

スケートボード連盟、あるいはスケートボード

関係者との協力関係というのが構築されている

ところでございます。 

  そういったことから、今後もその機運を生か

しながら、寒河江スケートパーク改修工事の完

了時期などに合わせて、国内のトッププロが出

場するような大会の誘致でありますとかいろん

なイベントなどを、県の施設でありますから県

と共同で取り組んでいきたいというふうに考え

ているところでありますし、その際には、オリ

ンピックで活躍した選手の招致なども実現でき

ればというふうに考えているところであります。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 ぜひ韓国チームとの交流、そ
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してメダリストを招待していただいて、イベン

トを盛り上げていっていただきたいと思います。 

  次に、県内には、屋内の子供のための遊戯場

がたくさんあります。大半が、幼児から12歳く

らいまで対応する屋内で遊べる施設です。そう

しますと、中学生や若者が遊べるようなところ

がないように感じます。そこで、中学生から若

者、大人も遊ぶことのできる屋根のついたスケ

ートパークを、ふるさと総合公園内に増設して

はどうかと提案いたします。 

  子供から親の世代まで一緒に楽しむことがで

き、それは、スポーツの振興や交流人口の拡大、

県内外から若者が集う街となると思います。市

長の見解を伺います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今、改修工事を起こしているわ

けでありますので、そのリニューアル後に、リ

ニューアルになったスケートパークの利用状況、

それから利用者の御意見などを踏まえて、さら

に交流人口の拡大、それから地域活性化につな

がるように、山形県に対して設備の設置の要望

なども状況によって検討していきたいというふ

うに、今の時点では考えているところでありま

す。 

  ３年のリニューアル計画でありますから少し

時間がありますが、実は来年度、市では、スケ

ートボードや自転車などが楽しめるような、移

動式の凹凸コースであるパンプトラックを購入

して、気軽に楽しんでもらえるような取組を進

めていきたいというふうに考えているところで

あります。もちろん野外でも使えますし、屋内

でも使える移動式のものでありますから、いろ

んなところで若い方に使っていただいて、スポ

ーツの振興、交流人口の拡大などにもつなげて

いければというふうに今考えているところでご

ざいます。 

○國井輝明議長 鈴木議員。 

○鈴木みゆき議員 ぜひその移動式のパンプトラ

ック、そういったものも取り入れていただいて、

そして、できれば県と相談しながら、利用状況

を見て要望として上げていただき、御検討いた

だきたいなというふうに思います。 

  例えば、パークゴルフ場の傾斜を利用しても

いいかなというふうに、坂を利用して滑るとい

うふうなこともいいのではないかと思います。

上級者向けや初心者向けの施設があるとなれば

必ず注目を浴び、経済や地域活性化につながる

と思います。 

  最後に、新型コロナウイルス感染症の第６波

が押し寄せ、また、ウクライナ侵攻も経済に影

響を及ぼしています。ここまで長期戦になると、

打撃を受けている業界の人々だけでなく、市民

全体の意欲低下が続きます。こんなときにこそ、

夢のある事業や希望を与えるような事業を展開

するのもよいのではないかと思います。 

  本市の持つ魅力を活用し、活性化と発展につ

ながるよう、まちづくりを進めていただくよう

お願い申しあげ、一般質問を終わります。あり

がとうございました。 

 

渡邉賢一議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号５番、６番について、

７番渡邉賢一議員。 

○渡邉賢一議員 国民・立憲民主クラブの渡邉賢

一であります。市民を代表し、御質問をいたし

ます。 

  まず、ウクライナ国国民の主権と命、安全・

安心を脅かす所業を、断固としてこれは許せな

い。非難、糾弾をしたいと思います。 

  ３月４日、先週の金曜日にフローラ・ＳＡＧ

ＡＥ前で、市民の皆さんと私ども議員有志で抗

議行動を行いました。私も参加をさせていただ

きましたけれども、多くの市民と共有をしてま

いりました。ロシアのプーチン大統領による自

衛を名目にしたウクライナ国への軍事侵略は、
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いかなる理由があろうとも、他国に攻め入り、

罪のない子供や市民を巻き込んだ軍事行動その

ものであり、戦争に大義はございません。大量

殺人、無差別テロ行為、何といっても今世紀最

大の愚行だというふうに思います。 

  さらに、プーチン大統領は、核兵器でウクラ

イナを威嚇しています。私たち日本人が、アメ

リカ軍の二度にわたる核兵器攻撃で、広島、長

崎の多くの市民が無差別に虐殺された過去を持

つ民族、国民として、決して許すことはできま

せん。直ちに攻撃を中止し、ロシア軍の撤退を

命じるよう求めます。 

  また、原子力発電所を狙った攻撃は、福島原

発事故、チェルノブイリ原発事故の悲劇を繰り

返すことになり、ロシア、ヨーロッパ全土が死

の海になることを意味しています。こうした自

爆テロ的な攻撃は狂気の沙汰にほかなりません。 

  一方、国内では、これに乗じた核兵器共有、

「武力には武力を」などと議論を巻き起こそう

とする動きがございます。安倍晋三元総理や高

市自民党政務調査会長はじめ自民党の一部、ま

た日本維新の会は、北大西洋条約機構（ＮＡＴ

Ｏ）加盟国の一部が採用している、アメリカの

核兵器を自国領土内に配備して共同運用する、

核共有の政策について日本でも議論すべきだと

いう考えをテレビなどで示しました。ロシアの

ウクライナ侵攻に乗じたこの主張は、日本の非

核三原則と相入れないものであり、ニュークリ

ア・シェアリング（核兵器の共有）に断固反対

するものでございます。 

  さて、２年連続となる豪雪で春の訪れが待ち

遠しい中、先週３月４日から、５歳以上11歳以

下対象のワクチン集団接種が始まりました。コ

ロナ感染により、私の地元西根小学校は昨日ま

で一斉休校となりましたけれども、今日から元

気に登校していかれました。公立高校の一般入

試も間もなくですが、受験生の感染予防がとて

も心配であります。 

  今回の一般質問は、コロナによる地域経済の

再生、市民生活の再建に向けた緊急対策や課題

について、もう一つは、今日も多くの傍聴の皆

さんがいらしていますけれども、さがえっこの

未来、明日への希望につながるような学校施設

整備計画について、通告順に御質問させていた

だきますので、よろしくお願いいたします。 

  まず、通告番号５番、感染症拡大防止対策で

混乱と混迷が続き、深刻な影響を受けている地

域経済の再生、市民生活の再建に向けたさらな

る緊急対策についてお尋ねします。 

  １つ目が、看護・介護・保育の現場で働く、

いわゆるエッセンシャルワーカーの皆さんの処

遇改善についてでございます。 

  質問の内容ですが、岸田政権の肝煎り政策と

して打ち出した、コロナ克服・新時代開拓のた

めの経済対策に基づき、「未来社会を切り拓く

「新しい資本主義」の起動」「分配戦略～安心

と成長を呼ぶ「人」への投資の強化～」と称し

て、公的部門における分配機能の強化を行うと

しています。 

  具体的には、看護・介護・保育・幼児教育な

どの現場で働く方々の収入の引上げなど、新型

コロナウイルス感染症の第一線での対応と少子

高齢化への対応が重なる、そうした職場におい

て働く方々の収入の引上げを含め、全ての職員

を対象に公的価格の在り方を抜本的に見直す等、

民間部門における春闘に向けた賃上げの議論に

先んじて、岸田人勧というべきこの賃上げ対策

効果が継続される取組を前提として、収入を

３％ほど引き上げるための措置を、２月、先月

から前倒しで実施するということになっていま

す。 

  本市において、市立病院、介護事業所、保育

所や幼稚園、放課後児童クラブなどがございま

すけれども、今回の国の補正予算1,665億円で、

対象となる看護師等には月額4,000円、介護士、

保育士、幼稚園教諭等には月額9,000円の賃金
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改善が行われているようなんですけれども、本

市においてどのような状況になっているのか。 

  また、全ての労働者の同一労働同一賃金の趣

旨から、非正規労働者も対象なのか、現状につ

いてどのように対応されているかお尋ねしたい

と思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 渡邉議員から、エッセンシャル

ワーカーの処遇改善について御質問がありまし

たが、病院については久保田管理者のほうから

御答弁申しあげますので、私からはそれ以外の

エッセンシャルワーカーの方への対応について

お答えを申しあげたいというふうに思いますが、

ただ、現時点での状況について答弁させていた

だくということを御了承いただきたいなという

ふうに思います。 

  まずは、本市内における介護職員の処遇改善

の対象となる事業所というのは、訪問介護事業

所、通所介護事業所、デイサービスですね、そ

れから特別養護老人ホームなどで49施設となっ

ております。 

  処遇改善の実施の有無については、各事業所

の判断において検討されている状況であります

し、また対象者についても、原則、介護職員と

なっておりますけれども、他の職員の処遇改善

に拡充できるよう、柔軟な運用が認められてお

りますので、各事業者の判断において対象者を

検討している状況になってございます。 

  また、保育所や幼稚園については、市が運営

している４施設及び民間事業者が運営している

12施設に勤務する全ての職員が対象になるわけ

であります。市が運営している４施設について

は、会計年度任用職員の保育士及び保育補助71

名の時給額を、この令和４年２月分から、

2.2％から2.6％増額をしております。 

  正職員の保育士につきましては、県の人事委

員会勧告に準拠する一般行政職給料表を採用し

ていること、さらには他の自治体の動向などを

踏まえて、現時点では処遇改善は行わないと判

断しておりますけれども、今後の県や他の市町

の動向を注視してまいりたいというふうに考え

ているところであります。 

  そのほか、民間事業者が運営している12施設

についてでありますけれども、実際に処遇改善

を行う対象者及び改善額については事業者の判

断ということになっております。そういうこと

で、現在検討している状況だというふうに聞い

ております。 

  それから、放課後児童クラブについては16ク

ラブ、18の支援単位が対象であります。こちら

も処遇改善を行う対象者及び改善額については、

各クラブにおいて現在検討している状況だとい

うふうに聞いているところでございます。 

○國井輝明議長 久保田病院事業管理者。 

○久保田洋子病院事業管理者 市立病院について

でありますが、まずは、先月公表いたしました

当院職員の新型コロナウイルス感染の確認に関

して御心配をおかけいたしましたが、継続して

診療しておりますので御安心いただきたいと存

じます。 

  さて、当院につきましては、新型コロナウイ

ルス感染症により生じた事態に対処するため、

現在、発熱外来を担当した医師や看護師、臨床

検査技師に対し、防疫等作業手当の措置を講じ

ております。 

  さらに、このたび、国の看護職員等処遇改善

事業として、２月から９月までの賃金引上げに

係る補助事業、また、10月以降には、診療報酬

改定による対応が創設予定とされております。 

  当該補助事業につきましては、県の担当課に

おいて、県内医療機関に対して調査を行い、補

助要件に該当するほとんどの民間・公立病院20

以上が、実施に向けて検討していると聞いてお

ります。 

  当院においても、対象職員として、会計年度

任用職員を含む看護職員79人程度と想定し、処
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遇改善事業に合わせて、今年度分からの実施を

前向きに検討してまいります。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ありがとうございます。 

  まだ検討中のところも結構あるんですね。で

すが、ぜひこれは国のほうで強力に進めている

ものでありまして、公務員に関しては人勧制度

のほかに、今回そうやって賃上げというふうな

ことでなってきましたのでちょっと変則的なん

ですけれども、処遇改善に変則も何もないとい

うふうに私は思うんですけれども、ぜひ今後の

最低賃金引上げは、前から言っていますけれど

も、時給1,000円以上というふうなところが、

これは岸田さんもおっしゃっているわけであり

まして、こうした改善にもつながっていくとい

うふうに思っております。 

  看護職員等の処遇改善事業補助金、また、今

回の介護職員処遇改善補助金等について、引き

続き、これは９月までというふうな期間がある

わけですけれども、10月以降の対応についても

さらに御検討いただき、多くの皆さんにこの賃

上げ効果が及ぶようにしていただきたいという

ふうに思っています。 

  さて、次の（２）ですが、コロナ関連の現場

で働く職員の負担軽減を図るため、業務量に見

合った適正な人員配置について御質問させてい

ただきます。 

  これまで、長年にわたる行財政改革によって

人員削減が進められてきた中で、通常業務に加

え、今回のコロナ対応や災害関連業務など危機

管理対策にも追われ、職場における職員お一人

お一人の業務量は増す一方だと伺っております。

職員の精神的負担の増大と、心身の健康破壊等

を招いているとも言われています。 

  新型コロナウイルスワクチン接種対策室の事

務職員についてですが、各課の職員の配置など

を拝見しますと、兼務辞令や併任辞令などによ

って、１人の職員が本来の業務と掛け持ちで勤

務されているという、大変忙しいというふうに

伺っています。 

  また、国のコロナ関連補正予算の対応で、時

間外勤務を余儀なくされている、労働強化にな

っていると言われています。労使で締結してい

る労働基準法第36条協定、いわゆる三六協定、

30時間等を上回る残業時間の80時間超とか100

時間超、これは、恒常的になれば健康破壊は間

違いなく起こりますし、家庭も崩壊すると思い

ます。 

  こうした実態を踏まえ、新年度に向け人員配

置を抜本的に見直して、必要な人員を適正配置

する人事異動を行うべきだと思います。個別職

場の今の時間外勤務状況などを踏まえた市長の

御所見をお伺いします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御案内のとおり、新型コロナウ

イルス感染症、全世界に蔓延してから２年が経

過するわけであります。その間、寒河江市とし

ては、ワクチン接種をはじめ感染防止対策、経

済対策といった様々な関連業務を推進してきま

した。特に、国を挙げて取り組むワクチン接種

については、ワクチンの供給や前倒し接種など

日々状況が変化する中で、手探りの状態の対応

などもあって、担当する職員も試行錯誤しなが

ら、市民の命を守ることに汗を流していただい

ているところでございます。 

  さて、時間外労働勤務の状況でありますが、

市の職員労働組合への時間外労働限度時間、月

30時間以上の時間外勤務でありますが、この延

長協議として、今年度２月までの新型コロナ関

連業務による協議実績は、延べ13所属43人分と

なっております。時間外勤務の増加が見られた

のは、先ほどありましたが、経済対策、それか

ら感染対策、ワクチン接種などを担当する部署

というふうになっております。 

  また、長時間勤務に伴う産業医による面接指

導の状況でありますが、今年２月までに面接指
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導の対象となった職員は９名でありますけれど

も、面接指導が必須となる職員はおりません。

本人の申出による面接指導の該当者もおりませ

んでした。 

  一方、人員配置の見直しということでありま

すけれども、コロナ禍で事業の縮小を余儀なく

された部署、あるいは逆にコロナ禍によって業

務拡大となった部署もあるわけでありますので、

全部の課から事務事業の執行状況などをきちっ

と聞き取りをしながら、業務量に見合った職員

の適正配置を心がけてきたつもりでありますし、

さらに、来年度に向けて、今年度採用した内定

者は退職者よりも上回る人数となっております

ので、新年度に向けた人事異動などにおいては、

さらに業務の実態に合わせた適正配置に努めて

まいりたいというふうに考えているところであ

ります。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 今ほど市長からは人数まではお

話しされませんでしたけれども、定年・自己都

合退職者含めて14人で、新規採用予定者が15人

ということで、新年度に向けては新規採用のほ

うが上回っているというふうな事務的なお話も

私もお聞きしていましたので、ぜひそういった

改善などを引き続き行っていただければという

ふうに思います。 

  続いて、（３）の定年制延長に伴う職員採用

計画についてでございます。 

  これも関連しますけれども、国家公務員同様、

地方公務員について、定年年齢の引上げによっ

て、来年度から2031年度にかけて今後10年間で、

現在の60歳定年が65歳定年になります。管理職

の上限年齢を設ける役職定年制などが導入され

る予定になっています。したがって、２年に一

度しか退職者が発生しないというふうになりま

すので、単純計算では新規採用者が大幅に減っ

てしまうというふうになります。 

  暫定、再任用職員は原則フルタイムとなって

いますが、定数外再任用職員や定数内部分の部

分休業などの多様な働き方を踏まえた制度にな

っておりまして、フルタイムで働く職員が減っ

てくれば、必然的に職場は残された職員への労

働強化となってしまう仕組みです。 

  本市は、前佐藤市長時代、極端な行財政改革

によって、10年ほどの間、新規採用募集すら行

われてこなかったことによる、40代職員の皆さ

んが極端に少ない、いびつな年齢構成になって

いることが前から大きな問題となっています。 

  県は、職員定数の引上げの可否について検討

を行うというふうな予定ですけれども、本市に

おいてもこれから10年間は過渡期であり、激変

緩和による新規採用の平準化が求められると思

います。 

  2016年６月に私もここで一般質問させていた

だきましたけれども、退職後の再任用職員にな

っても、60歳を超えても意欲を持って働くため

に、定年制延長の新たな60代現役職員の配置を

踏まえた今後の新規採用計画と、条例上の職員

定数について市長はどのようにお考えなのか、

御所見をお伺いします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御指摘のとおり、地方公務員法

の改正によりまして、令和５年度から地方公務

員の定年が60歳から65歳まで、２年に１歳ずつ

段階的に引き上げられるということであります。 

  御指摘のとおり、組織全体としての活力の維

持、それから高齢期における多様な働き方の支

援などを図るために、管理職の上限年齢を設け

る役職定年制、さらには60歳以降に短時間勤務

の職に採用される定年前再任用短期間勤務制な

ど、様々な働き方が導入される見込みとなって

いるわけであります。 

  実際、導入までのスケジュール、今後のスケ

ジュールでありますけれども、市職員労働組合

との協議を経て、関連する条例改正を今年の12

月定例会をめどに進めていきたいなというふう
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に考えているところでございます。 

  新規採用計画と条例上の職員定数についてで

ありますけれども、まず初めに、定年延長の対

象となる職員を対象に制度の情報提供を行い、

勤務状態の意思確認を進めさせていただくとい

うことになろうかと思います。そして、その状

況を踏まえて、新規採用の平準化も含めた職員

採用計画を定めていくということになるという

ふうに考えているところでございます。 

  その新規採用職員の平準化を実施する場合に

おいても、現在の市職員定数条例に定めており

ます職員定数の範囲内で、職員の採用、配置は

行われるのではないかというふうに今認識をし

ているところでございます。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 今ほどの市長の御答弁の中では、

定数条例には手をつけないで、そのまま引き続

き平準化に向けた対応を行っていきたいという

ふうな回答だったと思います。安心したところ

でありますし、私も同世代なんですね、これか

ら退職する皆さんと同世代なもんですから、い

ろんな方から本当にどうなっていくんだべと、

ねんきん定期便が来たと、それを見ると75歳ま

で働けと、年金はそれ以降に選択すれば1.3倍

ぐらいに増やしてやるからなんていうふうな、

脅しではないんですけれども、こういう選択も

あるよというふうな定期便が来たんですけれど

も、私は本当に怒り心頭でした。せっかく60歳

まで働いたら、60定年後は自分の人生をしっか

り、また第二の人生を踏んでいただきたいとい

うふうに思います。 

  また、これからも引き続くんですけれども、

若い人にしっかりと就職の場も提供しなくちゃ

ならないというふうなことも半分ありますので、

しっかりそういった価値感も持ち合わせていな

いと駄目だろうなというふうに思うのでありま

す。これは私見ですけれども、次の質問に入り

ます。 

  次が、職員採用試験の見直しについてであり

ます。 

  今年の箱根駅伝では、本市寒河江小、陵東中

出身の優秀な選手が、初日の第５区山上り区間

において、昨年に引き続き区間賞獲得、区間記

録に迫る歴代２位の激走で、市民に勇気と感動

を、子供たちに夢と希望を与えてくれました。

昨日の東京マラソンでも、日本学生歴代３位と

いう好記録をたたき出し、解説者からは「公務

員最強ランナーになるだろう」というふうな高

い評価も得ていたようです。 

  ２年連続の見事な走り、山の神の偉業に、市

民の皆さんからは「あっぱれの大活躍だった」

と、陸上競技関係者にもお褒めの言葉をいただ

いた一方で、就職先が本市でなく隣の自治体と

分かるや否や、なぜ寒河江市役所に就職しなか

ったんだという厳しいお叱りもいただくことに

なりました。 

  言葉は悪いですけれども、隣の自治体をはじ

めとする一本釣りのようなリクルートアプロー

チは、「本市はそういうことがないんですね」

と、「スポーツ振興に後ろ向きなんですね」な

どという、残念な思いをしている人も少なくあ

りません。 

  さて、地方創生の時代を担う多種多様な能力

のある人材確保について私も以前御質問させて

いただきましたけれども、市長からは、さらに

研究をしていくという前向きな御答弁でした。

けれども、他の自治体では、先んじて新たな採

用枠をつくっておって、後れを取っているとい

うふうに思うのであります。 

  本市の社会人経験枠というふうな採用試験の

募集定数のほかに、その自治体では、ＵＪＩタ

ーン枠、自己アピール枠、あと特別選考枠など

で優秀な人材の確保を進めてきており、そんな

中、今回のような、これ天童市なんですけれど

も、特別待遇で内定されてしまうというふうな

悲劇が起きているわけであります。 
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  こうした制度は、天童市だけでなくて、上山

市、山形市などでも行っているわけで、今後せ

っかく手塩にかけて育てた本市の優秀なランナ

ーも含め、人材が流出してしまいかねない危機

的な状況だというふうに思います。ぜひ市長の

研究結果を踏まえ、新年度から募集要項を見直

していただきたいというふうに思うのですが、

御所見をお伺いします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 箱根駅伝の往路５区で、２年連

続区間賞を本市出身の選手が獲得されたという

ことは大変すばらしいことであります。昨日の

マラソンでも活躍されたと、大変な誇りに思っ

ております。 

  一方、先ほどありましたが、新聞報道により

ますと、４月から、その方は天童市役所職員と

して勤務されるというふうに伺っています。寒

河江市職員でないということは大変残念に思い

ますが、御自身で選択された進路でありますの

で、市職員として、今後、住民福祉の向上のた

めに一層頑張っていただきたいというふうに期

待しているところでございます。 

  御質問は、寒河江市の採用試験の実施方法に

ついてでありますけれども、職種ごとに実施を

しているということでありますが、令和２年度

は年１回の試験でありましたが、令和３年度、

昨年実施をしているわけですけれども、令和３

年度は受験の機会を増やしていきたいというこ

とと、採用の予定者が多かったこともあって、

６月から８月の前期試験と、９月から10月まで

の後期試験の２回を実施したところであります。 

  前期試験では、１次試験を全国の約280か所

のテストセンターで受験できるようにして、公

務員試験の専門試験をなくすなど、受験しやす

いようなそういう環境整備を図ったところであ

ります。また、行政職以外の専門職については、

社会人経験枠も設けて実施をいたしました。 

  採用試験においては、これまでどおり職種ご

とに採用試験を実施することで、公平公正に選

考するというのが前提であるわけでありますが、

議員御指摘のような、そういう多種多様な能力

のある人材の確保という観点から、全国的に秀

でた成績を収められた方などを対象にする、い

わゆる特別選考といった方法の導入なども一つ

の方法だというふうに我々も認識をしていると

ころであります。 

  今後の職員採用について、先ほどもお答えを

しましたが、定年延長に伴う職員採用計画など

もありますので、そういったところを十分見極

めながら検討していく必要があるというふうに

思っております。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ぜひ特別選考枠の開拓に向けて、

市長からはさらなる御努力をお願いするしか私

はありません。陸上関係のＯＢの先輩方からは、

電話で「何やってるんだ」というふうなお叱り

のお電話を何本もいただいたこともお伝え申し

あげ、それくらい人材確保を真剣にですね、真

剣でないとは言っていませんよ。でも、本当に、

さらに頑張っていかなければ他市に負けてしま

うのではないかというふうに思うのであります。

ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

  続いて、通告番号６番、さがえっ子の未来を

築き、明日への希望を実感できる「学校施設整

備計画（案）」についてお尋ねをいたします。 

  まず初めに、学校のあり方検討会の委員の皆

さんによる10回もの会議の御努力に深く敬意を

表し、感謝を申しあげる次第です。 

  私は、議員に立候補した当初から、本市の教

育の充実を進めていくことを公約の柱の一つに

据えてまいりました。児童生徒の皆さんは大切

な未来の創造者であり、牽引者になっていく宝

物にほかならないからであります。教育に力を

入れない国は衰退していくと、歴史は教えてい

ます。 

  我が国はどうなっていくのだろうと、本市は
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大丈夫なのか、そんなことを日々思いながら、

今回の答申を拝読させていただいたところです。

そして、この答申について、年末年始から市民

の皆さんに、私も独自で、自分の議会報告を作

って、多くの市民の皆さんから御意見を拝聴し

てまいりました。 

  先日の議員懇談会で学校施設整備計画が提案

されたわけですけれども、今までにない、20年

に及ぶ大事業となるわけでありまして、私ども

議員にとっても、いずれ議会において最終決定

しなければならない重大な課題を与えられたと

いうふうに思います。そのような思いを込めな

がら御質問させていただきます。 

  （１）のアンケート調査等の意見反映につい

てであります。 

  市民からは、今回の中学校１校にする統廃合

案は、カーリング競技でいえばトリプルテイク

アウトで１個しか残らない、何を考えているん

だという厳しい声が上がっているわけでありま

す。 

  そのあり方検討で行った中学校保護者のアン

ケート調査の結果、陵東中、陵南中のほぼ６割

が、統廃合は必要ない、現状維持と答えていま

す。また、これらの学区の小学校の保護者につ

いても、三泉小学校以外は、６割から８割再編

は必要ないというふうに答えています。こうし

た民意、現在の２校を望んでいることも十分踏

まえているのでしょうか。 

  10回の検討会でも委員の皆さんがまとめ切れ

ず、１校案賛成３人、２校案賛成５人、どちら

とも言えない６人という議事録を拝見すると、

最終的な両論併記という結果にせざるを得なか

った。つまり、非常に悩ましい答申だったとい

うふうに思っています。 

  なぜ１校なのか、２校で駄目なのか、この詳

細についても計画の中でははっきりせず、結果

的にこの答申が最大限尊重されていないという

ふうに私も思います。 

  本市において、幾ら何でも都市型のマンモス

校１校に、1,000人規模の１校に統廃合する案

はかなり無理が生じます。本市の目指すべきは、

陵南中学校と陵東・陵西中学校の統合中学校と、

中規模校２校が身の丈に合った自然な集約の形

ではないでしょうか。 

  また、本市の地理的な特殊性を踏まえ、これ

は後から図解して申しあげますけれども、中学

校１校に統廃合することによって、計画ではメ

リットしか記載されていませんけれども、デメ

リットが数多くあります。保護者の声である２

校による切磋琢磨というのは時代錯誤なのでし

ょうか。グローバル時代とかリモートのＧＩＧ

Ａスクールなど、それはそれで分かるんですけ

れども、市民には大変分かりにくい内容だとい

うふうに思います。 

  また、財政面で70億から80億、規模が大きい

と100億の予算だというふうに議事録にも書か

れているわけですけれども、事務局の考えが反

映された内容だと思いますが、それ以外の理想

的な２校案を支持している大多数の意見を踏ま

えていないことは、誰が見ても明らかでありま

して、一つにまとめればいいんだと一方だけに

偏重していて、折衷案とか修正案などの柔軟な

検討がこの短期間で行われてきたのかどうか甚

だ疑問でなりません。 

  当初から、１校の結論ありきだったのではな

いかというふうに市民から思われても致し方な

いというふうに思います。幅広く今行っている

パブリックコメントなど、多数の市民の意見を

もっと尊重すべきです。 

  ２月14日にも、日教組の組織である県教組西

北村山支部の先生方の組合の皆さんが、教育長

にもその要望書などを、丁寧な議論を行ってほ

しいというふうな要望書なども出ていると思い

ますので、それを踏まえた教育長の御所見をお

伺いします。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 
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○軽部 賢教育長 まず、アンケート調査の意見

反映ということですけれども、あり方検討委員

会では、まず令和元年11月に、市内保育所等に

通所する年少児から中学校に在籍する中学校３

年生までの生徒を持つ保護者4,384名を対象に

アンケート調査を行っております。 

  中学校の統合に関しては、陵西中学校区の保

護者の半数が統合を必要としています。一方で、

先ほどございましたけれども、陵東中、陵南中

の保護者のほぼ６割が必要ではないと回答して

います。 

  ただ、小学校については、三泉小に加え、先

ほど議員からございましたけれども、実は陵西

中学校区の全ての小学校区の保護者で、統合は

必要ないと回答した割合は１割から４割という

ふうになっています。 

  検討委員会の諮問の背景の一つに、児童生徒

の減少と地域への不均衡があり、これはまさに

陵西中学校区が該当する地域であり、アンケー

ト結果から、当該学区の保護者は、統合の必要

性を感じていたことの表れであるというふうに

捉えているところであります。 

  このたびの学校施設整備計画を検討するに当

たっては、このアンケートの結果を尊重しなが

らも、これを参考としながら、検討委員の方が

総合的に判断して行っていただいたというふう

に捉えております。 

  そのことから、適正規模、適正配置について

は、答申で示された方向性としまして、１つは、

１学級当たりの児童生徒数を「さんさん」プラ

ンを基本とすること、それから複式学級は早期

に解消すること。２つは、クラス替えができる

複数学級、２学級以上とすること。それから、

３つ目は、現行の学区を合わせることがあって

も、分割することはしないというふうなことを

十分に考慮した内容とさせていただきました。 

  中学校の整備につきましては、答申でも一つ

の方向性にまとめ切れず、１校、２校案の両論

併記とせざるを得なかったわけでございますが、

他施設との併設、財政の見直し等、市全体の将

来像も勘案して、市当局の判断に委ねるという

ふうな検討委員会の御意見でありましたので、

そのことを記載させていただきました。 

  検討していく中で、中学校２校案とした場合、

学区を分けないという答申を踏まえた基本的な

考え方がございますので、陵南中学校区を分割

しないままで、陵東、陵西の統合というふうに

なるわけでございますが、この２つを統合して

も、年数を経過するに従って現在の陵東中学校

と同等の生徒数となり、陵南中との不均衡が生

じるということは懸念されているわけでありま

す。 

  コロナ禍が加速させたＩＣＴ環境整備をはじ

め、新しい教育の推進への対応が急務であるこ

とから、統合時の生徒数だけではなくて、先ほ

どありましたように、10年先、20年先の生徒数

の減少を見据えるとともに、未来の寒河江を担

う人材育成に向けた統一した教育ビジョンを、

市民のコンセンサスを基に策定し、さらには、

教育資源、財源を一つに集中し、より効率的、

かつ、より優良な教育環境を構築していくため、

１校案を採択するというふうにさせていただい

たところであります。（「そのとおりだ」の声あ

り） 

  現在、この計画に対して、市民の意見を幅広

くいただくためにパブリックコメントを実施し

ているわけでありますが、なお、今パブリック

コメント中でありますが、３月６日時点で提出

いただいたコメントにつきましては５件でござ

います。統合を進めることに対して否定的な意

見がありますけれども、ただいま私が申しあげ

たことなどを丁寧に説明してまいりたいという

ふうに考えているところでございます。 

○國井輝明議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は午後１時といたします。 

 休 憩 午後０時０１分  
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 再 開 午後１時００分  

○國井輝明議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 私の午前中の発言で、高市早苗

氏の役職を幹事長と申しあげたんですが、正し

くは政務調査会長でした。訂正させていただき

ます。 

  続いて、（２）の市民への説明責任について

であります。 

  答申については、各戸の回覧板やホームペー

ジでの掲示がありましたけれども、今回予定し

ていた４回のうち、一番重要な西部地区、ある

いは南部地区、この２回が中止になり、質疑応

答や意見集約の機会がなくなりました。計画に

ついても、全く知らない市民が今もまだまだ数

多くいらっしゃいます。この答申を受けてから

あまりにもタイトなスケジュールで、市民に対

する説明が極めて不十分ではないでしょうか、

この重要性に関しての教育長の御認識をお伺い

します。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 あり方の答申、それから学校

施設整備計画についての市民への説明責任の重

要性ということでありますが、答申につきまし

ては、本来、検討委員会に諮問された項目につ

いて、協議・検討した結果を答申にまとめると

いうのが委員会の仕事であります。そういった

ことから、市内３地区を網羅して、各年齢層、

関係団体の代表、学識経験者、公募委員合わせ

て17名の委員の方より、より幅広い考えを吸い

上げながら御議論いただいたところです。 

  この整備計画を作成するに当たっても、検討

委員会で出された答申内容を尊重しながら業務

を進めてきたところであります。答申を受けた

後は、答申の重要性を考慮して、市民の皆様へ

の周知として、ホームページへの掲載をはじめ

町内の回覧板配布、市内学校の保護者等で構成

するさくら連絡網、4,296件が保護者登録して

いるわけですが、送信させていただいて、

3,880件の閲覧をいただいております。 

  学校再編については、将来の教育の展望や地

域コミュニティーの在り方とも直結する重要な

事項でありますので、審議会答申ではあまり例

のない、市民の皆様への地区説明会を開催する

ことにいたしましたが、新型コロナ感染防止の

ため、議員から今御指摘あったように、残念な

がら一部中止せざるを得ない状況になっており

ます。 

  学校の在り方検討につきましては、市民の皆

様の大きな関心事でもあることから、令和元年

７月に会議が開始された当初から会議を公開す

るとともに、報道機関からの取材にも積極的に

応じ、記事にしていただくことで、市民の皆様

の間で、将来の学校の在り方について大いに議

論を巻き起こしてほしいというふうな姿勢で取

り組んできたところであります。 

  また、学校施設整備計画（案）につきまして

も、ホームページへの掲載をはじめさくら連絡

網で、市内4,430件の全保護者の皆様に周知す

るとともに、市の規定に従いパブリックコメン

トを実施しており、市民への説明を積極的に行

ってきたというふうに認識しておるところであ

ります。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 教育長そうおっしゃるのであれ

ば、現在、ホームページを御覧の市民の皆さん

は、今回の計画と答申の比較が非常にしにくく

なっています。トップ画面から答申が消去され

ており、検討会でどのような議論が行われたの

か、具体的にどんな内容が答申になったのか、

今現在なかなか見られなくなっています。ぜひ、

議事録も含めて公開をしていただきたいという

ふうに思います。 

  また、計画案には、議事録のリンクを張って

いただくとともに、市民に分かりやすく丁寧に
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説明して、質問に答える機会をぜひ今後つくっ

ていただきたい。これは教育長いかがですか。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 今申しあげたとおり、答申に

つきましても、それから整備計画につきまして

も、私たちができる限りの説明をしてきたつも

りであります。 

  それで、今パブコメ中でもありますけれども、

その質問についても、一つ一つ私たちの意が伝

わるように説明していきたいなというふうに思

っておりますし、ぜひいろんなところで情報発

信しているというふうなことを議員からもお伝

えしていただいて、より多くの方から答申、そ

してそれを踏まえた整備計画の中身がどういう

ふうになっているかということを多くの方から

見ていただいて、そして、いろんな議論を巻き

起こして、そして、将来の寒河江の教育がどう

あるべきかということを市民多くの方から話題

にしていただいて、そしてその方向性をみんな

で議論していただきたいなというふうに思って

いるところです。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 時間もありませんので次に入り

ますけれども、中学校３校統合による一極集中

の問題点について申しあげたいと思います。 

  まず、陵西学区については、小中学校が将来

皆無になることから、地域住民の方が非常に不

便になりバランスを欠き、均衡ある市勢発展に

逆行するとおっしゃっています。 

  統合予定の醍醐小学校は、急傾斜地と浸水想

定区域の大変危険な場所に立地されているとい

うふうなことから、専門家からもあまり安全と

は言い難いと助言されています。 

  地域の中心部から遠く離れてしまう、地域と

いうのは陵西学区の地域の中心部のことを言う

んですけれども、醍醐小学校は比較的新しいか

らといって、統合先に固執するのは非常に現実

的ではないのではないかと。ごく少数の児童が

徒歩通学で、大部分がスクールバスというのは

本末転倒ではないですか。老朽化した高松小学

校の改築など、今後、安全なところに新たに陵

西小学校を建設すべきではないかというふうな

声も出されています。 

  ２つ目、陵南中学校の跡地利用は一切触れて

いませんけれども、万一、統合中学校が陵南中

学校周辺になれば、陵東学区からのアクセスが

非常に不便になります。それは御覧になってい

ただきたいと思いますが〔資料を示す〕、ＪＲ

左沢線によって跨線橋が３本しかなく、踏切を

横切るためにスクールバス、スクールタクシー

など、渋滞に巻き込まれるというふうなことは

もう目に見えています。特に冬期間は除雪が追

いつかず、徒歩通学が困難になり、結局保護者

が送迎しているという今の現状がさらにひどく

なるんじゃないかと、渋滞が深刻になると思い

ます。 

  寒河江中学校を陵東中学校と陵南中学校に分

けたというふうなことも、これは歴史的経過か

ら、教育長も御案内のとおり、アクセス条件と

均等距離というものをよく考えて、それぞれ建

てられたと聞いています。それぞれ半世紀以上

の歴史が刻まれているわけですけれども、先人

たちの先見の明をもっと尊重すべきであるとい

うふうに言われています。 

  ３つ目、1,000人規模のマンモス校について、

都市型の１学年９クラスというふうなところは

本当に無理なんじゃないかと。あり方検討会で

も、中学校の校長先生が野球に例えて、「本市

の場合は、内野に１校建てるような条件はない

ので、外野に２校造るべきなんじゃないです

か」とおっしゃっていました。 

  また、マンモス校となれば、いじめや不登校

の増加、また、天童市や酒田市の中学校で残念

な自殺なども起きていますので、そういった問

題もございます。本市の目指すべきは、陵南中

学校と陵東・陵西の統合中学校、（仮称）緑ケ
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丘中学校とか桜ケ丘中学校とそれぞれ名前をつ

けてもいいんですけれども、身の丈に合った自

然な集約の形ではないかというふうに思います。 

  ４つ目、将来の小学校については、またいろ

んな議論があるわけですけれども、陵西学区に

きちんと小学校を残してくれというふうなこと

が地域の皆さんの声でもあります。一番安全な

高松小学校跡地など、老朽化した高松小学校の

改築とともに統合小学校を造ってくれないかと

いうふうな声が、陵西地区の市民の方から多く

出されているわけであります。 

  これら代表的な意見について申しあげました

が、教育長としてどのように受け止めていらっ

しゃるのか、また、今後の計画案の修正を含め

てお考えがあるのか、はっきりとお伺いしたい

と思います。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 議員おっしゃる陵西地区への

小学校の整備というふうなことでありますが、

在り方検討が行われた理由の一つに、校舎の老

朽化への対応があります。学校施設整備計画に

もお示しさせていただいたように、高松小学校

の劣化状況評価の健全度が市内では最も低く、

醍醐小学校が最も高いというふうなことから、

醍醐小学校を核とした統合を考えさせていただ

いたというところであります。 

  また、少子化の進行によって、陵西地区の小

学校を統合しても、１学年単学級が解消できな

いというふうなことから、中学校区をまたいで

の再統合もやむなしだろうというふうな委員の

非常に苦渋の御意見もあって、中学校を１校に

統合した後、空いた陵東中学校の跡地に、西根

小学校と今複式がある三泉小学校を統合した小

学校との再統合もロードマップに示させていた

だいたというところであります。 

  大規模校についてのことがございましたけれ

ども、１クラスの人数が、「さんさん」プラン

では21から31名というふうなことで、国で進め

ている35人学級よりも下回った人数で本県では

学級編制を行っているわけで、先ほどもいろん

な問題点を挙げられましたけれども、１クラス

の規模が小さいわけですので、きめ細やかな指

導ができるものというふうに捉えているところ

であります。 

  また、国の文科省で出しております適正規

模・適正配置の手引に照らして、統合した際は

大規模校の範疇にはなろうかというふうに思い

ますが、過大規模校には該当しないというふう

に想定しておりますので、先ほど申しあげまし

たように、年数が経過するに従って生徒数が減

少するということを考えれば、将来的に１校に

統合する時期が来ることが予想されて、２校を

新しく造るということは効率的あるいは合理的

ではないというふうに考えたところでございま

す。 

  また、統合中学校の場所につきましては、陵

南中学校の跡地になるかどうかも含め、現時点

では全くの白紙の状態でございます。 

  繰り返しになりますけれども、先ほど来、い

ろんなパブリックコメントを含めて御意見、御

要望を聴取しておりますので、それに対して丁

寧に説明していきたいというふうに考えている

ところでございます。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 今、教育長から御答弁いただき

ましたけれども、今、世界の、日本もそうです

けれども、世界の先進国や先進自治体が目指す

ところは、個性最適化教育といって、これは文

科省で言っているわけですけれども、一人一人

にきちんと学力を身につけさせ、そして個性を

引き伸ばしていくという、子供たちの未来にき

ちんと先行投資すべきでないかということも、

いろんな方から御意見がありましたので、申し

添えたいと思います。 

  時間がありませんので、今ほど建設予定地に

ついては白紙だというふうなお話でしたけれど



 - 53 - 

も、御質問させていただきますが、現在の都市

計画マスタープランの重要変更となった場合に、

また適地であったとしても、時間的な制限が出

てくるのではないかと、結果的に建設予定地が

限定されてしまうんじゃないかというふうな問

題もございます。 

  また〔資料を示す〕、周りが川で囲まれて、

しかも活断層のある、そして真ん中に緑が丘、

長陵の里、長岡山（寒河江公園）があって、こ

れで分断されているという極めて特殊な地域で

あるがゆえに、ここぞという適地は今後発掘さ

れるというふうにお考えですか、これをお聞き

したいと思います。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 繰り返しになりますけれども、 

新しい学校の建設予定地については白紙だとい

うことで、予定地の選定をこれから行っていく

わけでございますけれども、議員からありまし

たように、活断層、あるいはハザードマップに

おける浸水想定地域を考慮した、防災・減災の

視点を大事にしなければいけないなと。 

  それから、先ほど御指摘ありましたけれども、

交通の利便性なども勘案しながら、今後、庁内

で総合的な観点から多角的に検討して、決定し

ていくということになろうかというふうに考え

ているところでございます。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 時間もありませんのではしょり

ますけれども、（５）のさらなる過疎化の進行

と人口減少問題への対応について、今日も質問

が同僚議員のほうからあったわけですけれども、

市長に御質問させていただきますが、新年度施

政方針となる市政運営の要旨が先週出され、新

年度予算も提示されました。 

  新年度は、学校教育課の中に学校再編整備室

を設け、計画的に整備を実施するとしています。 

また、ホームページの「市長の部屋」には、こ

ういう記述になっていますけれども、「人にや

さしく、人が集い、賑わい、楽しみ、豊かに暮

らせる活気あるまちづくりをめざす」というふ

うに市長は書かれていますし、そうやって明日

への希望を実感できるまちづくりを進めたいと

いうことで、４期目の選挙でも熱弁を振るわれ

ていたわけです。 

  ところが、今回のこの計画案というのは、そ

れに逆行するというか、市長のお考えと正反対

のものではないかなというふうに捉えています

けれども、市長として、ここは公約の問題とか

選挙公約の問題もそうですけれども、本当にこ

れを進めようと思っていらっしゃるのか、その

ところ御所見をお伺いしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 あまり時間もありませんが、市

民一人一人が幸せに暮らしていけるような施策

を展開していく。ただ、その中で、人口減少、

少子化なども進行している状況でありますから、

そういう状況を踏まえて、その中でも地域がい

かに活力あるような地域を創造していくかとい

うのが我々の大きな仕事だというふうに思いま

す。 

  そういった状況の中で、この学校再編の問題

と真摯に向き合って、その中で整備計画が示さ

れるわけでありますから、そういったことを進

めていくにあっても、やはり地域の活性化、引

き続き元気な地域を維持していく、盛り立てて

いくということについて、どうしていくかとい

うことをこれから考えていく、大変重要な節目

になっているのではないかというふうに我々は

認識をしております。 

○國井輝明議長 渡邉議員。 

○渡邉賢一議員 ぜひ、最終決定は市長だと思い

ますので、最終的に議会の中で合意を得て進め

ていただくようにお願いをしたいと思います。 

  多くの意見をしっかり受け止めていただきた

い。これは教育長にも申しあげましたけれども、

まだパブコメが５本しか来てないというのは、
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まだ知られてないからです、市長。ぜひ市長に

もお願いしたいのは、これからまた市民の皆さ

んにも、分かりやすく丁寧に説明を進めていた

だきたいというふうに思います。 

  その上で、パブコメの期間も本当に短過ぎる

と思いますので、２週間以上延長するなどもぜ

ひ検討していただきたい。これは要望とさせて

いただきます。 

  結びに、これは先日お亡くなりになった故宇

井 啓先生らが編集に携わった「大江公物語」、

これが〔資料を示す〕リライト版として出され

ております。私も読ませていただきました。 

  大河ドラマ「鎌倉殿の13人」の登場人物で、

本市の礎を築いた大江広元公は、平安時代末期

の初めは朝廷に仕える下級貴族でしたけれども、

鎌倉に行ってから頼朝の側近となり、今の官房

長官ですかね、鎌倉幕府及び公文所の政所、初

代別当を務め、幕府創設に貢献された方です。

特に、近世以来、武家政権の礎となった守護地

頭制度を提言した方だというふうに言われてい

ます。頼朝の側近中の側近でした。 

  大江家は江家と呼ばれ、学問の神様と言われ

る菅原道真（菅家）と並び、古くから学問に秀

でた家系で有名な大江家であります。ぜひ、今

の時代を引き継いだ私たちの責務であると、偉

大な先人たちの思いを子孫そして末代まで形に

していくことが、学校を造るということも含め

て、今、我々に課せられた大きな責務であると

いうことは言うまでもございません。この多く

の苦難を乗り越え、新たな時代を切り開いてき

たことを思いながら、これで質問を終わらせて

いただきます。ありがとうございました。 

 

太田芳彦議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号７番、８番について、

10番太田芳彦議員。 

○太田芳彦議員 冬季オリンピックも閉幕しまし

て、金メダルのラッシュまでとはいきませんで

したが、３個の金メダル獲得で残念がる方もお

られると思いますが、私は改めて世界の頂点に

立つのは極めて難しいことなんだと思い知らさ

れた結果でありまして、選手の皆様には大変御

苦労さまと申しあげたいと思います。 

  それでは、通告番号７番、空き家対策につい

て質問をさせていただきます。 

  御存じのように、人口の減少や高齢化により、

日本では空き家の数が増え続けています。空き

家には様々な種類がありますが、中でも問題と

なっているのが放置された状態の空き家です。 

  管理されていない空き家は、地域の景観を損

ねるだけでなく、安全面、衛生面、治安面から

も深刻な問題が多いのが現状です。平成30年住

宅・土地統計調査の結果、空き家が848万9,000

件と過去最多となり、全国の住宅の13.6％を占

めていることが分かりました。 

  そんな中、空き家の対応を盛り込んだ「空家

等対策特別措置法」が平成27年５月に全面施行

され、これを受けて、本市でも平成30年から令

和９年までの10か年、「寒河江市空き家等対策

計画」を策定しておりますので、その成果と課

題について質問をさせていただきます。 

  私の地域でも、町会によっては３軒連ねて空

き家もあり、本市全体を見れば相当な数と推測

されますが、①現在の空き家の戸数はどの程度

か、調査結果をお聞きしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 太田議員から現在の空き家の件

数についてお尋ねがございましたが、先ほどあ

りましたとおり、空き家対策を総合的かつ計画

的に進めて、危険度の高い管理不全な空き家の

発生防止と空き家の利活用を図ることを目的と

して、平成30年３月に「寒河江市空き家等対策

計画」を策定しているところでありますが、市

においては既に、その前の平成27年度に空き家

の実態調査を初めて行っているところでありま
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す。さらに、令和元年度に追跡調査を実施して

いるところであります。 

  その結果、令和２年１月現在では、空き家は

市内で346件というふうになっております。内

訳を見ますと、使用可能と思われるものが29件、 

修繕が必要なものが312件、老朽化が進み要注

意と判断された空き家が５件というふうになっ

ています。 

  その後、市の職員による実況確認を実施して

おります。今年の１月現在において空き家の件

数を確認しておりますが、これは299件という

ふうになっております。令和２年４月より47件

減少しているというふうになっております。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 答弁ありがとうございます。 

  令和２年で346件、それが令和３年は299件ま

で減ったということで、随分47件ほど減ってい

るということのようでありまして、結果が出て

いるのかなと、そんなふうに感じました。 

  次に、全国の空き家率の低い都道府県ランキ

ングを見てみましたら、山形県は７位で12％の

空き家率ということで推移しており、特に山形

県が多いということではないようです。しかし、 

本市の町並みが、空き家が増加し、大きく変化

していることを最近強く感じるのは私だけでし

ょうか。 

  先ほど空き家戸数が報告されましたように、

まだ多くの空き家が存在するようです。先ほど

調査結果をお聞きしたのですが、②調査結果を

踏まえて今後どのように対応していくのか、お

聞きしたい。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 元年度に実態調査を行った際に

空き家の管理台帳というものを作りましたが、

その台帳を基にして、空き家の所有者の適正な

管理方法についての啓発をしたり、また、空き

家の相談会の案内でありますとか、補助事業が

ありますので補助事業の活用などについて文書

で情報提供を行っているところであります。 

  それから、令和４年度からですが、納税通知

書に適正な管理方法についてのチラシを同封す

ることにしておりまして、今後も引き続き所有

者に対して、空き家の適正な管理について要請

をしていくということにしているところであり

ます。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 次の質問が、１次調査を終えて

から２次調査に入るとのことでしたけれども、

いつからどのような方法で行うのか教えてくだ

さいとの質問予定でしたんですけれども、これ

は既に終了しているということでしたので、③

で、今後の家屋の実態調査はどのようになって

いるのか教えていただきたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 今後の実態調査ということであ

りますけれども、山形県宅地建物取引業協会寒

河江など関係団体の皆さんから御協力をいただ

いて、また、地域の空き家の実態に詳しいのは

町会長さんでありますから、町会長さんなどに

も御協力をいただいて、空き家の情報を提供し

ていただきたいというふうに思っています。 

  その寄せられた情報を基に、市の職員が物件

の管理状態について外観からの目視調査を行っ

て、引き続きその台帳を整理していくというこ

とにしていきたいというふうに考えております。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 管理台帳を作って、知識人、町

会長とかその他の方に相談をして、市民の方に

啓蒙していくというようなお話でございました。 

  空家法第７条に基づいた寒河江市空き家等対

策協議会を設置しているとありますけれども、

④協議会のメンバーはどのようになっているの

かお聞きします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市空き家等対策協議会に

ついては、関係団体の連携を図る、また、空き
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家対策についての協議・検討をする場として、

空家等対策の推進に関する特別措置法により定

められております。 

  メンバーとしては、寒河江市司法書士会の代

表の方、寒河江市建設総合組合の代表の方、そ

れから西村山広域行政事務組合消防本部、それ

に山形県宅地建物取引業協会寒河江、そして山

形県建築士会西村山支部の代表の方、それに市

を代表して市長というふうなメンバーをもって

構成しているところであります。 

  毎年、空き家等の情報を交換したり確認をし

たりしながら、空き家等対策計画に関する意見

を頂戴しているという状況であります。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 いろんな関係各位の方が集まっ

て委員会を立ち上げるということでございます

ので、この辺はしっかり対応をお願いしたいと

思います。 

  具体的な対策の中に、寒河江市空き家相談窓

口の設置とありましたが、⑤何件の相談があっ

たのか、相談の内容はどんなものだったのか、

教えてください。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 何度も申しあげますが、平成30

年３月に計画が策定されて、その後相談窓口が

設置されたということでございます。毎年、20

件ほどの相談が寄せられております。これまで

の合計でいうと73件ほどになっています。 

  内容については、敷地内の樹木や雑草が繁茂

しているということとか、建築物の破損や積雪

に関することなどが多く寄せられているところ

でありまして、そういった寄せられた相談につ

きましては、所有者の方へ文書で通知をしたり、

また電話などで連絡を差し上げて、改善につい

てお願いをしているというところでございます。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 年に20件、トータルで75件とい

うことで、そんなにも多くないんでしょうかね。 

  次に、現在、空き家バンクに登録している人

は何人いるのか、お聞きしたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 現在の空き家バンクに登録した

件数は、令和３年度で申しあげますと３件であ

ります。利活用したい空き家の情報を登録して

いただいて、市のホームページで公開しており

まして、空き家の利活用のための情報提供を行

っているということでありますが、公開する情

報については、賃貸か売却かの別でありますと

か、所在地とか写真などで８項目になっており

ますが、令和３年度は３件登録ありましたが、

そのうち２件が売買契約に至ったということに

なっております。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 登録者した人が３件ということ

で、２件の方が売買に至ったということで、３

分の２があれですから、すごく多く対象になっ

たんだなと思いました。 

  トータルで言えば、登録件数が３件というこ

とで、⑦で、空き家バンクに登録するとどんな

メリットがあるのか教えていただきたいと思い

ます。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市の空き家バンクは、市

が主体となって運営するサービスになるわけで

ありますが、そういった意味で、自治体が主体

ですので、利用者にとっては安心して情報を掲

載できるということになろうかと思いますし、

閲覧も安心してできる、こういうことがあるか

と思います。 

  また、空き家バンクの利用者の方には、改修

工事を行う際に、空き家バンク利活用リフォー

ム事業として最大40万円の補助が行われます。

また、市が、山形県宅地建物取引業協会寒河江

に仲介をあっせんして、物件の契約まで取り交

わしていくということになりますので、安心し

て利用できて、また、初期投資も抑えることが
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できるというふうに、そういうメリットがある

というふうに思っております。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 ありがとうございます。空き家

バンクに登録すると40万円の補助金が使えると

いうことなので、やっぱり40万円といったら大

きいですよね。まだまだ、メリットとかそうい

う利点ということを市民の方はまだ知らないで

いるのではないかなと思うんですね。まだまだ

ＰＲをして、空き家解消に努めていただきたい

と思います。 

  せっかくですので、先進的な空き家バンク事

例を紹介したいと思います。 

  岩手県遠野市では、観光、グリーンツーリズ

ムから始まり、短期滞在、長期滞在を経て、定

住につなげていくという段階別戦略を取ってい

るのが特徴的で、最終目標である定住の受皿と

なる住宅の確保にも力を入れています。 

  山梨県山梨市では、山梨県宅地建物取引業協

会と協力し、空き家の有効活用の促進を図って

おり、さらに、移住交流希望者の利便性の向上

のために、周辺の市と共に同一フォーマットに

よる情報提供を行う試みがなされている。また、

インターネット上での空き家バンク連携の試み

も活発に行われています。 

  次に、島根県江津市では、空き家物件の案内

の際に、地元の特定非営利活動法人の協力を得

て空き家バンクを運営しております。また、地

元宅建業者など、多くの企業、団体との連携体

制を構築している点も特徴的になっています。 

  また、同じ島根県の雲南市では、定住推進を

通して、移住交流希望者からの空き家物件に関

する問合せへの対応を行っている。ホームペー

ジ上で公開している空き家物件情報を最小限の

ものとし、詳しい内容については定住推進員に

問い合わせているという仕組みが特徴的です。 

  定住推進員は、物件紹介のほか調査を行って

おり、きめ細かな対応ができる点が、物件成約

件数の高さにつながっている等々、他県でも頑

張ってはいるようですが、どこも悪戦苦闘して

いるようです。⑧そこで、本市の空き家の利活

用について伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市のほうでは、所有者の

方に、空き家の今後の利活用について意向調査

を行ったところであります。自身で管理を続け

るか、あるいは売却などを検討しているのか、

取壊しを検討しているのか、その他の活用はど

うかなどということで意向調査を行っています。

その結果を基に、それぞれの空き家についての

所有者の方の考え方がありますので、それに沿

って、相談会でありますとか、補助事業の案内

などを差し上げて、有効活用に結びつくように

進めているところであります。 

  今後どうしていくのかということになります

が、先ほど太田議員からも紹介の事例などもあ

りましたから、そういうことも参考にしながら、

まちづくりを進めていく上で空き家の活用とい

うのは大変、300件近くあるわけなので、それ

も地域にいろいろ点在しているわけであります

ので、そういった空き家をうまく活用していく

かということは、それぞれの地域づくりにとっ

て大変重要なことになっているというふうにも

思いますので、そういったことについては、逆

に町会などで、空き家などについてうまく使っ

ていきたいなどというところがあれば検討して

いくということで、そういう利活用の方法など

についても地域の皆さんと話合いをさせていた

だいて、積極的に取り組んでいければというふ

うに考えているところであります。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 ありがとうございます。意向調

査を行い、有効活用につなげていくということ

でございますので、そういうふうにして頑張っ

ていただきたいと思います。 

  空き家対策も、地域によっては大きな違いが
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あるようです。市役所周辺で平たん地ですと空

き家は取り壊され、分譲して売りに出されてお

り、市民からの苦情もあまりないように思いま

すが、本市でも土地の価格が低いところ、不便

なところでは、⑨なかなか空き家対策は進んで

いないような気がするんですが、市長の御所見

を伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 先ほど来申しあげておりますけ

れども、今年の１月現在では、過去２年間で47

件の空き家が減少しているということに調査で

はなっております。 

  この47件の減少した内容を見ると、空き家が

解消するというのは、１つには空き家を再利用

するということと、空き家を解体するという大

きく２つあるんだというふうに思いますが、そ

の空き家を再利用するということについては、

手前みそになりますけれども、住宅建築の推進

事業でありますとか子育て定住住宅建築事業な

どを活用して、市外の方がリフォームしてそこ

に居住するということで解消になるという例も

ありますし、また、解体などについては先ほど

お話ししましたけれども、老朽危険空き家解体

補助事業などを活用して解体をする、これは、

令和３年度は９件ございます。そういうことを

いろんな補助制度なども活用していただいて進

めていっているということでありますから、い

ろんな対策の効果が出てきているのではないか

というふうに思います。 

  それから、市街地と周辺でどうなのかという

御質問でありますけれども、補助制度を活用し

た例などを見ますと、市街地と周辺についての

利用の差についてはさほど見受けられないよう

でございます。 

  いずれにしても、今後も、我々としては補助

制度などをうまく活用し、また充実をして、空

き家バンク、相談会の開催などを通して、より

効果的な空き家対策について一層取り組んでま

いりたいというふうに考えているところであり

ます。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 ありがとうございます。私も、

解体するとなるとお金も今の時代相当かかるよ

うでありまして、市長が言うように、空き家を

ちょっと改造して、都会から来てもらって住ん

でもらう、これが一番理想のような気がします

ので、そのように進めていっていただきたいと

思います。 

  我々も、空き家問題がそう簡単に解決できる

とは考えておりません。市民にとっては大変大

きな心配事のようでありますので、これは対策

を急いでいただきたいことを希望して、この質

問を終わらせていただきます。 

  次に、通告番号８番、農業全般について質問

をいたします。 

  昨年は、農業に携わる人にとって最悪の年で

ありました。果樹は凍霜害や降ひょう被害によ

り、また米は、収量は確保できましたが、本市

の主力品種である「はえぬき」の前渡金が１万

円を切るという状況で、多大な減収になってし

まいました。農家にとって、本年は正念場では

ないかと思っているところです。 

  そこで、今後の農業経営を維持するために何

点か質問をさせていただきます。 

  初めに、米の価格下落の問題ですが、人口の

減少や高齢化等による米消費減少傾向に加え、

新型コロナウイルス感染症により外食需要が低

迷し、特に業務用米の需要が落ち込み、全国的

に米の民間在庫が近年になく過剰な状態になっ

ている。 

  このような厳しい需要環境を背景に、実質的

な主食用米の価格の指標となるＪＡ概算金が全

国的に引き下げられ、本県においても、全国に

誇るブランド米の「つや姫」の下げ幅は最小限

に抑えられたものの、県内作付の６割以上を占

める「はえぬき」などは大幅値下げとなってし
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まいました。 

  県においては、県産米の消費拡大に向けた緊

急対策を実施していただいたが、コロナ禍が長

期化し需要の回復が見通せない中で、今後さら

に販売環境が著しくなることが予想され、最大

限の努力を尽くしても、稲作経営が立ち行かな

くなるおそれがあります。 

  農業者等が将来に希望を持ち、安心して米生

産を継続できるよう、国へ強く要望いただくと

ともに、県としても、さらなる支援対策の実施

を要請するといった内容で、昨年の10月に山形

県農業法人協会より緊急要請されておりました

が、①本市も同じ状況かと思いますけれども、

市長の御所見を伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 米価の下落に関しましては、太

田議員から御指摘のとおり、コロナ禍による外

食需要の落ち込みに加えて、食生活の多様化に

より、パンや麺類など主食の選択肢が増えて、

相対的に米の割合が減少していることなどから、  

需給バランスが崩れてしまったことが要因であ

るというふうに認識をしているところでありま

す。 

  はえぬきをはじめとした令和３年産米の概算

金の下落については、稲作農家の経営に多大な

影響を及ぼすおそれがあることから、概算金の

状況が判明した昨年の９月13日に、山形県市長

会のほうから県及び国に対して、対策実施を求

める緊急要望を行ったところでございます。 

  また、本市におきましては、概算金下落の影

響を緩和して、稲作農家の皆さんの営農意欲減

退を防ぐために、昨年の12月補正予算におきま

して、市の独自支援を御可決いただいて実施を

しているというところでございます。支援の内

容については、米の販売農家を対象にして、令

和３年の作付面積に応じて、10アール当たり

2,000円を助成するというものでございます。 

  去る２月25日に、寒河江市農業再生協議会を

通して申請のあった501名の方に対して、対象

面積956.22ヘクタール分、1,912万4,400円を交

付させていただいているところであります。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 ありがとうございます。そうで

すね、昨年の12月議会で補正を組んでいただい

て、2,000円ずつ、これあれなのかな、2,000円

というのは１俵当たり2,000円でしたっけ、10

アールだっけ。（「10アール」の声あり）すみま

せん、10アール2,000円ということのようでご

ざいます。 

  本県でも、米農家への緊急支援を行っている

そうなんですけれども、その中身について伺い

たいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 山形県の米農家への緊急支援対

策ということですけれども、名称は稲作経営緊

急応援事業費補助金ということで、米の販売農

家を対象に、これも令和３年の作付面積10アー

ル当たり1,000円を支給する事業が、市とは別

に実施されております。こちらについても、寒

河江市農業再生協議会を通じて501名に、２月

25日に956万2,200円が申請者に交付されている

という状況であります。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 県では、独自に10アール当たり

1,000円の補助金ということで、支援金になっ

ているということでございます。 

  今後、米の供給過剰を防ぐべく、飼料用米を

はじめとする非主食米や麦、大豆への③作付転

換を推進していくべきと思いますが、市長の見

解を伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 米価を安定させていくためには、

やっぱり米の需給に応じた生産というのが必要

であろうかというふうに思いますが、これは農

家の皆さん一丸となって取り組むということが

大変重要であるというふうに認識をしておりま



 - 60 - 

す。 

  地元農協、それから市内生産組織などで構成

する寒河江市農業再生協議会というのがござい

ますが、ここでは、山形県農業再生協議会が設

定し、各市町村ごとに配分する米の生産の目安

の達成に向けて、これまでも生産者の皆さんに

主食用米の作付上限や転作作物の作付拡大など

について御協力をしていただいたところであり

ます。 

  令和３年産の米については、生産の目安とい

うのは、寒河江市に対しまして1,039ヘクター

ルの配分があったわけでありますが、これが令

和４年産については993ヘクタールということ

になっております。昨年に比べてさらに46ヘク

タール分を、主食用米から新規需要米や大豆な

どの転作作物への作付転換を実施する必要があ

るというふうになってございます。そういった

意味から、農家の皆さんには大変御苦労をおか

けすることになるわけでありますけれども、米

価の安定のために御協力をお願いしたいという

ふうに考えているところであります。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 ありがとうございます。これは

要望になるんですけれども、主食用米の輸出を

より一層推進していただいて、米の消費を図っ

ていただきたい、このように思います。 

  次の質問は、米農家ばかりでなく、果樹農家

も同じなんですけれども、昨年の反省を踏まえ

て、④収入保険の加入数は上がっていると思う

が、教えていただきたい。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市におきます収入保険の

加入状況でありますけれども、令和元年度加入

件数は14件でありました。これが令和２年度に

なりますと31件、さらに令和３年度、今年度で

ありますけれども、これは今年の１月末現在で

63件ということで、年々倍増しているところで

あります。特に今年度は、加入件数が多いとい

うことになっています。 

  これは、山形県収入保険加入推進協議会とい

うのが設置されているＮＯＳＡＩ山形のほうに

お聞きをしますと、昨年の凍霜害と米価下落の

２つの大きな要因が収入保険制度に目を向けさ

せる契機となって、県全体でも加入件数の増加

傾向が見られるということでありました。 

  寒河江市としては、収入保険への加入促進の

ための助成事業、助成制度を新年度予算案に計

上させていただいておりますが、引き続き農家

の安定した経営環境を支援していくために、努

力してまいりたいというふうに考えております。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 令和元年からは倍倍倍というこ

とで増えているということなので、若干安心し

たところでございます。やはり今からの農業、

何が災害あるか分からない状況なので、石橋を

たたくようなつもりで、保険金も高いんでしょ

うけれども、こちらのほうは増えるように努力

をお願いしたいと思います。 

  この質問の最後になりますけれども、稲作農

家の営農意欲の減退を防ぐため、今後も状況に

対応した支援策をお願いして、米についての質

問は終わります。 

  次に、１月19日に寒河江市豪雪対策本部を設

置し対策に当たっていただきましたが、⑤本市

の樹木や施設の雪の被害についてお聞きしたい

と思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 この冬の果樹の枝折れ被害につ

いてでありますけれども、まだ途中なので状況

がはっきり把握できていない部分はありますが、

２月末現在では、大きな被害が発生していると

いう連絡はいただいておりません。 

  また、農業用被害については、昨年の12月25

日からの降雪によって、市内８か所で育苗ハウ

スや農業機械倉庫などの小規模なパイプハウス

の倒壊、破損が確認されているところでありま
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す。 

  今後の融雪によって、農道や園地において新

たな被害を生じることがあるかと思いますけれ

ども、一昨年12月に発生した大きな降雪被害を

受けて、農家の皆さんは、今冬は小まめに施設

の雪下ろしや枝の雪払いなどを実施していると

いう努力をしていただいて、今のところ被害の

確認が少なくなっているのではないかというふ

うに考えております。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 ありがとうございます。私もそ

んなには、市内を聞いて歩いても、大きい被害

……、でも、これは今から雪の解け具合によっ

て出てくるのではないかという気もしますけれ

ども、でも、そんなに大きいトラブルが出てい

ないということでほっとしたところでございま

す。 

  冒頭にも申しあげましたが、昨年は凍霜害等

により、さくらんぼに始まり多くの果樹が大打

撃を受けました。現在、本市では、大雪の中、

樹木の剪定が行われており、今年の果樹の花見

は非常に充実していて期待が持てるとの話でし

たが、昨年のことを考えますと今年は大丈夫と

言い難く、そこで昨年の反省を踏まえ、⑥凍霜

害予防の設備普及は進んでいるのかお聞きした

いと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 寒河江市におきましては、昨年

４月の果樹の凍霜被害を受けて、農協とも協力

をさせていただいて、さらに国や県の補助事業

などを活用しながら、霜対策に有効である散水

氷結法を実施するために必要となる井戸掘削、

それからスプリンクラーの設置、また、園地を

温めるためのオイルヒーターの導入などを推進

してきたところであります。 

  令和３年度散水氷結法に必要なスプリンクラ

ー設備を導入した方は市内で13名、そのうち５

名の方については井戸掘削による水源確保も実

施しているところであります。また、オイルヒ

ーターについては15名の方が導入を進めている

というところでございます。 

  令和４年度につきましても引き続き、さくら

んぼをはじめとした果樹の安定生産に向けて、

様々国や県の補助事業などを活用しながら、防

霜設備の導入促進に努めて、安定生産に資して

いきたいというふうに考えているところであり

ます。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 そうですね、どんどんと設備普

及が進んではほしいんですけれども、相当経費

がかかるものでございますので、そう簡単には

進まないとは思うんですが、地道に設置数を進

めていただきたいと思います。 

  次に、さくらんぼの将来について伺いたいと

思います。 

  先日、市内で米や果樹を大きく経営している

農家の方より、山形からさくらんぼがなくなっ

てしまうといった、耳を疑うような話を伺って

きました。農家も高齢化が進み、樹木を切って

整理している方が目に止まります。貸すわけに

はいかなかったのか、もったいないなと思って

おりましたが、雨よけハウスの骨材が経年劣化

し、貸そうにも貸せない状況なんだそうです。 

  私も、そういう角度からさくらんぼの将来を

考えたことがありませんでしたので、驚いた次

第です。骨材の寿命が20年くらいとしたら、今

生産しているさくらんぼ農家でも、該当する方

が大勢出てくるのではとの心配から発した言葉

だったみたいです。 

  １反当たり、雨よけハウスの骨材と建設費は

幾らかかるのかと聞いたところ、250万から300

万かかるとのことで、私に話をしてくれた農家

自身がそこに直面しており、これから先どうな

っていくのか大きな不安を感じているようでし

た。 

  そこで、⑦さくらんぼの設備の老朽化と将来
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について、市長の御所見を伺いたいと思います。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御案内のとおり、さくらんぼは

雨による実割れが発生してしまうと商品価値が

ないというわけで、さくらんぼについては雨よ

けハウスが整備をされているわけであります。 

  この雨よけハウスの設置については、自費で

整備している方もいらっしゃいますし、補助事

業などをうまく活用して整備されている方も多

くいらっしゃるわけでありますが、農業経営に

おいても、他の事業を営む方も同じでしょうけ

れども、設備投資により取得した財産について、 

経年劣化によりその資産価値や機能が年々低下

していくわけでありますから、更新が必要にな

る将来に向けて、資金を計画的に確保していた

だかなければならないというのは大前提ではあ

るかというふうに思いますが、他方、御指摘の

ように、農業者の高齢化、それから後継者不足

などがあって、高額な設備投資が新たにできず

に、木を切り、さくらんぼ栽培をやめてしまう

という例もあるわけであります。そういうのが

事実あるわけでありますので、これはもちろん

寒河江市のみの問題でなくて、県内全体にそう

いうことがあるわけでありますから、県におい

て昨年の10月に、さくらんぼを核とする果樹産

地の中長期的な方向性を議論して、抜本的な産

地再生と強靱化を図るという目的で、果樹王国

やまがた再生・強靱化協議会というのを設置し

ております。私もその委員になっているわけで

ありますけれども、この協議会において、いろ

いろ果樹王国やまがた再生に向けて、様々な立

場の人から御意見が出されているわけでありま

す。その出された内容については、市の新年度

予算などにも反映されているというふうに思い

ます。 

  御質問の雨よけハウスの改修に対する支援な

どについても、新たに実施されるということに

なっております。雨よけハウスの更新は必要だ

けれども、様々な理由で再整備は難しいという

方についても、ハウスの一部を交換、改修する

という場合にも活用可能だという補助制度のよ

うでありますので、ぜひ活用いただいて、再利

用、再生産に取り組んでいただければなという

ふうに思っているところであります。 

  我々としても、これから生産者の皆さんから

の様々な御意見、御要望をいろんな機会を通じ

てお聞きをしながら、県や農協と共に持続可能

な生産体制の維持に支援をして、本市のシンボ

ルであるさくらんぼの振興に、より一層取り組

んでまいりたいというふうに考えているところ

であります。 

○國井輝明議長 太田議員。 

○太田芳彦議員 今、答弁をいただきましたが、

この件については、「今すぐ対策を」とは考え

ておりません。この話を伺ってから、さくらん

ぼのハウスを眺めることが増えましたが、大変

さびが浮いている園地が多くありまして、５年

後、10年後が心配です。さくらんぼ生産日本一

の山形県でありますので、その存続をかけて安

定した農業経営ができるよう、本市とＪＡさん

に指導をお願いして、私の一般質問を終わりま

す。ありがとうございました。 

 

佐藤耕治議員の質問 

 

○國井輝明議長 通告番号９番から11番までにつ

いて、９番佐藤耕治議員。 

○佐藤耕治議員 寒政クラブの佐藤耕治です。よ

ろしくお願いいたします。 

  本日の一般質問者、私が最後となりました。

長時間にわたる御答弁お疲れさまでございます。 

  今年の冬は２年連続の大雪となり、除雪作業

等に御尽力くださった全ての方々に感謝と敬意

を申しあげます。 

  新型コロナウイルス感染者数も下がらない状

況下でありますが、２月下旬よりステルスオミ
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クロン株（ＢＡ.２）の報道がなされており、

感染力が強いことに心配しております。人類は

ウイルスと共に共存しなければならなく、生き

ていかなければならないと思っているところで

あります。 

  早速、一般質問をさせていただきます。 

  通告番号９番、将来の学校と教育について。

（１）新中学校建設の予定地について。 

  地方の時代と言われて数十年、地方の人口流

出や少子化により、避けては通れない問題が山

積しております。 

  昨年12月に、本市の学校のあり方検討委員会

の答申が出されました。17名の検討委員の皆様

には、２年５か月という長きにわたり10回の会

議が開催され、様々な観点から検討していただ

き、感謝とお礼を申しあげます。 

  その後、議員懇談会において、学校施設整備

計画が示され説明をいただきました。学校施設

整備ロードマップでは、令和10年に市内中学校

は１校に統合されます。令和４年度中に用地選

定が示されており、用地選定には様々な環境要

因が必要と考えます。 

  １つ、安全な場所。自然災害や、地震の活断

層や洪水ハザードマップの危険区域を除くこと

など。 

  ２つ目、閑静な場所。市街地を避け、広大な

場所で、校舎はもとより、グラウンドや体育館

をはじめ、武道場やプール施設等々、芸術文化

等のスペースが必要とされ、さらに避難所の役

割も重要であります。 

  ３つ目、交通の利便性。通勤時間帯の渋滞に

巻き込まれず、冬場の道路事情に左右されにく

い場所が適切ではないでしょうか。 

  以上のことを私は考えますが、教育長の御所

見をお伺いします。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 新しい中学校の建設予定地に

つきましては、学校施設整備計画のロードマッ

プでも示しておりますように、今、議員からも

御指摘ありましたけれども、来年度から用地選

定に入るということでございますので、結論を

申しあげれば、先ほど渡邉議員にも申しあげま

したけれども、現時点では、その場所につきま

しては全くの白紙の状態でございます。 

  予定地の選定に当たっての要件でございます

が、議員おっしゃるとおり、災害の可能性の極

めて低い場所である必要があることから、活断

層やハザードマップの危険区域を避けるのは基

本であるというふうに考えております。 

  閑静な場所がよいのではないかということに

つきましては、中学校が統合されれば、生徒数

が増加するとともに部活動の選択肢も増えるこ

とから、教育環境の整備として施設面積も広く

確保する必要があることから、閑静な場所にな

らざるを得ないのかなというふうに想定してい

るところであります。 

  そして、生徒の登下校の安全確保と適正な登

校時間についての配慮も必要でありますので、

交通の利便性の視点も欠かすことができないと

いうふうに捉えているところでございます。 

○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 答弁をいただきました。当然の

ごとく、学校が一つになるということは、大変

大きな広大な面積も必要であります。しかしな

がら、寒河江市内から集中して一つの学校に来

るということは、当然のように、大人の朝の通

勤者の交通量状況や、利便性と除雪体系の万全

を期していることなどを鑑み、国道112号線、

国道287号線沿線が私は適当ではないかと考え

ますが、教育長のお考えをお伺いします。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 もちろん通学時の渋滞、それ

から冬期間の除雪体制は大切な要因であると思

われます。反面、交通量の多い道路に隣接する

と、その危険性ですね、それから防犯上の配慮

なども必要なことから、国道沿線も考慮に入れ
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つつ、総合的に判断していくことが必要である

というふうに考えているところであります。 

○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 この用地選定につきましては、

本当に一つの学区の中では、４万人の人口の中

で子供たちが一斉に集うわけでございますので、

広大な場所が必要だと思います。当然、市街地

を避けるという意味からすると、農用地が指定

されるのではないかと私は推測されますが、当

然、土地改良区等の話の中で、様々な検討がな

されているのではないかなというふうなことも

思われます。 

  しかしながら、土地はあくまでも農家の皆さ

んの土地でもございます。本当に、これから

様々な形で連携をするときにも丁寧に進めてい

かないと、反発、反対、様々な問題がこれから

起こり得るのではないかと考えるところでござ

います。その際の用地選定の際に、土地の面積

と予算等で想定されているものがございました

ら、お伺いしたいと思います。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 建設に係る費用につきまして

は、建設時の生徒数とか、それを踏まえた校舎、 

グラウンドの面積を考慮しながら、また資材価

格の推移等も見ながら今後検討していく、積算

していくということになろうかというふうに考

えております。 

  面積につきましても、生徒数が増えるという

こともあり、また部活動で、生徒が支障なく活

動できる面積というふうなことが必要になるの

ではないかというふうに考えているところでご

ざいます。 

○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 ぜひ私は、広大な土地を求めら

れるように、うまくここ１年で場所を選定した

上でも、面積は大きく取れるようなことを強く

望んでおります。 

  続きまして、（２）学校運営協議会やコミュ

ニティ・スクールの方向性についてお伺いした

いと思います。 

  地域の学校という意味合いからも、これまで

学校運営協議会やコミュニティ・スクールなど

の取組がなされてきており、今後、全学校で実

施するとのことであります。学校が統合されて

からの学校運営協議会やコミュニティ・スクー

ルの方向性についてお伺いいたします。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 今、議員から御指摘ありまし

たように、本市におきましては、来年度から市

内全ての小中学校が、学校運営協議会を設置す

るコミュニティ・スクールというふうになりま

す。 

  コミュニティ・スクールは、学校と地域がパ

ートナーになることで、保護者や地域住民等も

教育の当事者となり、責任感を持って積極的に

子供の教育に携わるようになるとともに、保護

者、地域住民等が学校運営や教育活動へ参画す

ることで、保護者、地域住民等と学校が顔が見

える関係となり、保護者や地域住民等の理解と

協力を得た学校運営が実現することが可能とな

ってまいります。 

  また、学校と地域の協力体制が築かれること

で、生徒指導や防犯・防災等の面においても、

課題解決に向けて効果が期待されることから、

統合後も各学校におけるコミュニティ・スクー

ルの取組を進めてまいりたいというふうに考え

ております。 

  コミュニティ・スクールのコミュニティとは、

その学校を構成する地域、学区のことを意味し

ておりますので、統合によって学校が広くなっ

たとしても、その学校が新たなコミュニティー

を形成し、新しい学校を核にした地域づくりを

推進していくことが大切であるというふうに考

えております。 

  コミュニティ・スクールの枠組みを活用して、

地域住民が学校運営に参画することが、新たな
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コミュニティー形成に資することにつながり、

統合後の新しい学校づくりが円滑に進むものと

期待しているところであります。 

  学校の統合によって、学校が捉える地域の範

囲もこれまでより広いものとなります。市とし

ましても、統合後も地域住民の方々との連携を

密に図りながら、コミュニティ・スクールを核

とした、地域と共にある学校づくりを一層進め

てまいりたいというふうに考えております。 

○國井輝明議長 この際、暫時休憩いたします。 

  再開は午後２時30分といたします。 

 休 憩 午後２時１８分  

 再 開 午後２時３０分  

○國井輝明議長 休憩前に引き続き会議を開きま

す。 

  佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 答弁をいただきました。教育長

のお話のとおり、私もそのようだと思っており

ます。しかしながら、学校が統合するというこ

とは、地域の方々がこれまでの学区以外の方々

と交流するわけですから、丁寧に進めていって

いただきたいなと思っているところでございま

す。よろしくお願いいたします。 

  次に、（３）小中学校の通学手段についてお

伺いしたいと思います。 

  小中学校の統合が図られることで、通学距離

が遠くなることや安全に通学できるよう、スク

ールバス、スクールタクシー、循環バス、企業

バス等の活用を検討されると示されております。 

  中学生は一般人として乗車できることから、

登校・下校以外の時間帯に、交通弱者、高齢者

等に市民バスと兼用して活用することで、車両

の費用対効果やドライバーの雇用対策も図られ、

有効利用ができるのではないかと私は考えます

が、このことについて教育長の御所見をお伺い

します。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 現在の本市のスクールバスの

状況をまずお話し申しあげたいと思いますが、

現在は、市が所有しているバスを委託業者が運

行するというふうな形で、幸生地区と白岩小、

しらいわ保育所及び陵西中を結ぶ１台、それか

らもう１台が、田代地区と白岩小及び陵西中を

結ぶ１台の合計２台で運行しているということ

になっております。 

  運行業務の内容につきましては、登下校の送

迎、それから本市12小中学校の校外活動、学習

活動の送迎及び中学校の部活動や各種競技大会

参加への送迎というふうになっており、登下校

のほかにも日中の活用、それから土日、祝日の

活用も有効に活用しているというような状況で

あります。 

  今後、本市小中学校の再編に伴って、さらな

るスクールバスの整備が必要となってくるとい

うふうに考えておりますが、新たなスクールバ

スの購入とかリース、あるいは循環バスや市内

企業が所有するバス等の活用等を検討していく

ほか、議員から御提案ございました交通弱者等

への市民バスとしての活用についても、学区及

び地域の特性あるいは必要性、こういったもの

を勘案しながら今後検討してまいりたいという

ふうに考えております。 

○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 これから、スクールバス２台か

ら３台になるか４台になるかは当然分からない

ところでもあります。当然、夏場と冬場によっ

ての交通量というか、通学時間、車の時間も

様々なことで想定される中で、台数も増やして

いく可能性もあるかと思いますけれども、生徒

の皆さんが、通学時間、乗車時間が長くならな

いようなことを考えていただきたいと思ってい

るところでございます。 

  次に、（４）国際交流について。 

  タブレット端末も導入され、デジタル化社会

に向けて、情報発信が国際水準まで引き上げら

れてきております。ＡＬＴ（外国語指導助手）
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やＡＥＴ（日本人英語講師）を導入して、英会

話に子供たちがなれ親しんできております。 

  さらに、子供たちは人と人との触れ合いをす

る交流が大切であり、ホームステイやファーム

ステイを体験させることも私は必要と考えます

が、教育長の御所見をお伺いいたします。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 議員から御指摘のあったとお

り、本市の学校でも急速にＩＣＴ機器を駆使し

た学び、あるいは教育のＤＸ（デジタルトラン

スフォーメーション）が進行しております。し

かしながら、時代がいかに進もうとも、子供の

感性、それから探求心の育成、健全な成長には、

直接体験は欠かせないというふうに考えており

ます。 

  また、平成23年度より小学校３年生以上で外

国語活動、平成29年度より５、６年生が、教科

としての外国語が教育課程に位置づけられて、

学校では英語の学習が実施されております。外

国語の習得や異文化理解にも、これもまた、人

と人とが時間をかけて直接触れ合う場面が有効

であるというふうに考えております。 

  教育委員会としましては、昨年の夏に、外国

語指導助手や日本人の英語講師、ＡＬＴやＡＥ

Ｔ、それから、これに加えて小学校の先生方か

らもスタッフとして加わっていただいて、イン

グリッシュデーという、子供たちが丸一日英語

に浸れる授業を実施したところであります。30

人の募集定員でありましたけれども、２倍以上

の応募があるなど、本市の子供たちには外国語

に対する大きなニーズがあるんだなということ

が分かったところであります。 

  議員から御提案のありましたホームステイや

ファームステイといった直接体験は、子供たち

の成長をさらに促す有効なものであるというふ

うに認識しているところであります。 

○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 答弁をいただきました。今、コ

ロナウイルス感染で大変厳しい状況下でもあり

ます。しかしながら、今後のことを考えますと、 

国際交流というものがすごく重要になってくる

のではないかなと思って、この質問をさせても

らっているところでございます。 

  当然、先ほど来からもウクライナ問題も出ま

して、本当に海外、国際交流ということは、安

全なところでないとなかなか難しいかなという

ふうに私も思っているところでございます。 

  そんな中で、前回、令和元年第４回定例会に

おいて、阿部議員の一般質問で紹介していただ

きました台湾斗南鎮の斗南ロータリークラブと

寒河江ロータリークラブの交流がなされており、

さらに、トップセールスでつながりのある台湾

と、コロナ終息後にホームステイやファームス

テイに向けて進めていくためにも、今後オンラ

イン交流から始めてはどうでしょうか、このこ

とについて教育長の御所見をお伺いいたします。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 国際交流につきましては、相

手先の求めるものがこちらのニーズとも合致し

て、双方にとって交流の趣旨、内容、方法等が

有意義なものかどうか、また、単発でなくて持

続可能なものになるかをしっかり見極め、双方

で合意形成を図っていくということが重要であ

るというふうに考えております。 

  議員から御提案のあった台湾の交流のように、

様々な団体がこれまで築き上げてきた既存の良

好な関係性を活用させていただくということが

できれば、双方にとっては有益な国際交流が、

できるだけ早く実現できるのではないかという

ふうに思っております。 

  コロナ禍の現在でありますので、ホームステ

イなどの直接体験は難しいものの、アフターコ

ロナ時代を見据えて、オンライン等による国際

交流を、今できることとして実行するというふ

うな視点は、大事にしていきたいというふうに

考えているところであります。 
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○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 ぜひホームステイ、ファームス

テイ、オンライン交流、本当に世界には国がた

くさんございますけれども、当然、トルコのギ

レスン市とも姉妹都市にもなっております。し

かしながら、私が議員になってからも、一度も

訪問できるような状況下にはない。しかし、韓

国の安東市にも行かせていただきました。本当

に国際交流というのは安全が第一かなと。 

  ただ、子供たちを家庭で海外へ連れていきた

いと思っても、金銭的なものがあったり、あと

治安的なものがあったり様々な観点からすると、

外国人の方との知り合い関係が、普通一般人の

方は、持っている方もいますでしょうが、持っ

ていない方のほうが、知り合いが少ないのでは

ないかと。やっぱり学校の教育の中で、そのよ

うなことをこれからも推進していっていただき

たいと思って質問させていただきましたので、

今後ともよろしくお願いいたします。 

  次に、（５）郷土愛を育む教育について。 

  部落の行事や集落的な風習が薄れてきており、 

道徳や倫理などに関わることが少なくなってき

ているのではないかと感じております。 

  青春時代に都会生活に憧れ、首都圏に旅立ち

たいという気持ちは理解できます。若いときこ

そ、広い視野からの見聞により物事を俯瞰的に

見られ、その中から将来の展望を導き出すこと

が大人へのスタートと思います。ぜひ、将来、

寒河江市の活性化に向けて活躍してほしいと私

は願っております。教育長は、郷土愛を育む教

育についてどのように考えておられるのか、お

伺いいたします。 

○國井輝明議長 軽部教育長。 

○軽部 賢教育長 市の第２次教育振興計画の基

本方針、あるいは基本目標にも示しております

けれども、本市では、様々な変化が予想される

社会の中で、「ふるさとを愛する心を持ちなが

ら、夢のある未来を切り拓いていくたくましい

ひとづくり」を目指した教育を推進していると

ころであります。 

  これまでも市内の各学校におきまして、地域

の方をはじめ市内外の各界で活躍している方に

講話をしていただいたり、子供たちが直接体験

を通して自分たちの生き方を見詰め、あるいは

自分の将来について考えるといった「さがえっ

こライフデザインセミナー」を実施しておりま

す。 

  また、地域の歴史、文化について深く学んだ

り、企業の方からいただいた課題に対して解決

策を自分たちで考えて、そして自分たちで提案、

プレゼンテーションをしていくという、地域を

柱にした探究型学習が行われているところであ

ります。 

  また、郷土の出来事への興味関心を広げたり、

郷土への理解を深めたりするために、小学校高

学年以上の学級では、新聞を活用した教育も意

欲的に行っているところであります。 

  さらに、来年度からは、さがえ未来コンソー

シアムを立ち上げて、それを中核として、コミ

ュニティ・スクール間の横の連携を図りながら、

学校と企業が連携した探究的な学習、地域に関

する学習を一層推進し、さらなる郷土愛の醸成

に努めてまいりたいというふうに考えておりま

す。 

  子供たちが、これらの学習活動を通して、地

域の出来事や歴史、伝統、また地域で頑張って

いる方々の生き方、仕事ぶりに触れることで、

その姿や思いが子供たちの心の中に刻まれて、

ふるさとへの思いをより強くすることにつなが

るものではないかなというふうに考えていると

ころでございます。 

○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 私も、郷土愛というものはどう

いうものなのかということを文献で調べて読ん

でも、自分の心の中で、これまで生きてきた65

年間という歳月の中で、自分はどうあるべきか
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など、そして、小学校、中学校、高校と山形県

内の学校にお世話になっている中でも、時代背

景の中で心が揺れ動くときも当然あります。し

かし、青春時代に、様々なきっかけで様々な出

会いもあります。しかし、ここで、義務教育の

中で郷土愛というものは、先ほど国際交流とい

うこともお話ししましたが、心の礎となるよう

なものがないと、ふるさとということは歌のよ

うにはうまくいかないし、やっぱり親、先祖の

気持ちを絶え間なく心に刻むということでお盆

にお墓参りをする、そのことによって様々なこ

とが地域社会でも活性化もできる。 

  一つには、神輿の祭典をはじめとして部落の

行事とか様々ありますが、これが、目の前のこ

とだけが自分の幸せと考えることか、それとも

子孫を残すために考えることなのか、様々な観

点から見れば、人間の成長というのは死ぬまで

当然勉強でもございます。しかしながら、人間

は人と人が支え合っていかなければ生きていけ

ない。そして、なおかつ、先祖を敬う気持ちが

郷土愛を育んでいただければ私はすごくありが

たいな、そして地域で働いていただきたいなと

いう気持ちでこの質問をさせていただきました。 

  先ほどの教育長の答弁にも、かなり同感、感

銘もしております。本当にこれから、ただ一方

通行で話をしても、子供たちがそれをどれだけ

心の中に残っているかということが一番問題で

ないかと私は思っているところでございますの

で、今後とも様々な観点から、職業講話等も行

っているということを聞いてもおりますが、そ

れも年に１回、２回でも、歴史の勉強が好きな

人もいれば嫌いな人がいてもそれは当然ですけ

れども、大切にするものをどれが大切にするか

と教えるよりも、自分の心に刻まれるような教

育をこれからも推進していただきたいと思って

いるところでございます。 

  次に、通告番号10番、市立学校が統合され、

廃校となった学校の姿について質問させていた

だきます。 

  市立学校が統合された後、廃校となった学校

の利活用について、本市の公共施設も老朽化が

進んでいる状況下ではありますが、市立学校が

統合され廃校となった学校の利活用について、

市長はどのように考えておられるのかお伺いい

たします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 現在、寒河江市学校施設整備計

画についてはパブリックコメント中であるわけ

であります。その後、計画として策定されるわ

けでありますが、それに伴って、将来廃校とな

っていくであろう学校の施設の利活用について

も、この整備計画の進捗と併せて、並行して検

討していく必要があるというふうに思っており

ます。 

  先般の鈴木議員、それから渡邉議員の御質問

にもお答えをしましたけれども、地域における

学校の存在というのは、単なる公共施設という

だけでなくて、単に児童生徒の学習活動の場と

いうことだけでなくて、地域コミュニティーの

拠点の施設でもあるし、また、災害時の避難場

所などにも位置づけられているというわけであ

りますから、常に地域社会の中にあって中心的

な施設でありますので、それが廃校ということ

になって、その後どういうふうに利活用してい

くのかということについては、やはり地域住民

の皆さんの意向を十分に尊重して、確認をした

上で、御理解をいただいた上で進めていくとい

うのが大前提になるというふうに思っておりま

す。 

  御案内のとおり、寒河江市での廃校の校舎の

利活用の事例というのは、一つには、平成30年

度に旧田代小学校が廃校によってリノベーショ

ンされて、宿泊施設、それから里山レストラン

として今運営されております。それから、昨年

３月に廃校となりました旧幸生小学校について

は、現在、この間もお答え申しあげましたけれ
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ども、利活用の方針が決定されるまでの間、幸

生地区が地区の催事などで利用できるよう使用

の賃貸借契約を締結して、地域の方から御利用

していただいております。 

  昨年11月に、利活用に関する住民の皆さんの

意向調査、意向を確認するためのアンケート調

査を実施させていただきました。幸生地区全世

帯から調査をさせていただいて、９割の世帯の

方から回答をいただいております。 

  利活用の方向性としては、高齢者の福祉施設

がいいという方が３割で一番多かったわけであ

りますが、次いで災害時の避難施設を望む声が

２割ということでありました。特に利活用を望

まないという回答も約２割を占めておったとこ

ろであります。 

  幸生地区の方に、田代地区のような地域づく

りについて実施はどうかという設問をさせてい

ただきましたが、実施していきたいという回答

は約１割にとどまっていたという状況でありま

す。 

  いずれにしても、旧幸生小学校の利活用につ

いては、市として責任を持って、その方向性を

できるだけ早く、少なくとも来年度中に決定し

ていきたいというふうに考えているところであ

ります。 

  それから、御質問は、今後進められるであろ

う学校施設の整備計画に伴う廃校舎の利活用と

いうことでありますが、御提案のような多角的

な視点からいろんな検討を進めながら、もちろ

ん住民の皆さんの意向を踏まえていかなければ

ならないし、そういう意味で地域の将来にとっ

て大変重要な施設でありますから、活性化につ

ながるような利活用について検討していかなけ

ればならないというふうに考えているところで

あります。 

○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 答弁をいただきました。学校の

統合によって公共施設が増える、１年前にも、

財政課のほうから議員のほうに公共施設のアン

ケート調査等もあって、これから来年に向けて、

利活用について様々公共施設をやるということ

でもありますが、学びの里ＴＡＳＳＨＯのよう

に商売で成っていくというのは、私も会派のほ

うで行政視察に行ったこともあって、成功して

いる事例というのはありますが、本当に商売と

して５年たてば消滅してしまうような、最初は

普通の飲食店と同じように、こんなことを言っ

てはちょっと語弊かもしれませんけれども、最

初のうちは商売としても成ってくるということ

もあったり、当然、学校の建屋を掃除する、利

用するという形で住民の方に押しつけてもいけ

ないし、本当に市長が言われたように、住民の

意向によってこれから考えなくてはならないこ

とが多岐にわたると思います。 

  行政のほうからこうするんだと言われてやっ

ても、住民の人が捉えたときに、本当にこれが

果たしてよかったのかということも当然出てく

ると思います。その中では、今後、様々な観点

から検討なされるかとは思いますけれども、負

の財産にならないためには、考え方として幾つ

かの考え方がある中で、今、市長が言われた中

のほかにも、例えばですけれども、これは可能

性ですけれども、それは利用できるか分かりま

せんけれども、公募によって事業者の方に利活

用を求めていく方法論とか、それも市内である

か市外であるか、そういうことも検討項目にも

値するのかなと。 

  幾つかの小学校が統合されれば、幾つかのも

のが当然廃校になってきますので、田代、幸生

だけにとどまらず、将来、５年後、10年後、15

年後となってくると、かなりの学校の数が、公

共施設というものが、果たして必要性として、

住民が求めていくものと合致するのかというも

のが、すごく私は懸念もするし、当然心配もす

るんですけれども、その中でどれが一番いいか

ということは多分誰も分からないかもしれませ
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ん。 

  商売をするにも、今かなり、３年一昔という

言葉もありますけれども、１年たてば全く情勢

が変わってくるような、近年、コロナ関係で大

変な事業者の方々たくさんいらっしゃいますの

で、その辺を鑑みますと、本当にこれからの方

向性というものは、これだけ何回も論議したか

ら大丈夫だという安易な気持ちのほうがあえて

危ないのかなと。なかなかその辺のかじ取りと

いうのはすごく難しい状況下でありますので、

何度も何度もこれは繰り返しながら、商工会も

含めていろんな方々の御意見を賜りながら進め

ていっていただきたいなと思っているところで

もあります。 

  次に、通告番号11番、少子化対策について。 

  （１）本市の産婦人科医院の状況について。 

  本市では、子育て支援の住宅支援をはじめと

した切れ目のない支援を進めてきております。

子育て支援では、近年、小児科医院も開業され、

市民の皆さんからも感謝の声を聞いております。

しかし、子供の誕生に関わる大切な市内の産婦

人科医院２か所が４月からの営業を縮小してい

くと聞いており、現在の状況についてお尋ねい

たします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 御案内のとおり、市内には現在

分娩を取り扱う産婦人科医院は２施設、２つの

施設があるわけでありますが、これまで令和元

年からの出産状況を見ると、各年度とも、市内

の妊婦さんの約６割の方が市内２施設において

出産をしているという状況であります。令和元

年度は61％、令和２年度は62％、令和３年度、

今年の２月までですが、63％ということで、６

割の方が出産をし、大変そういう意味では重要

なというか、ありがたい施設になっているわけ

でありますが、我々が把握しております範囲内

で申しあげますと、この施設の動向であります

が、２施設のうち１施設が、医院のホームペー

ジにおいて、令和４年４月末をもって分娩の取

扱いを休止する旨の情報をホームページで掲載

をしていると、そういう情報があるところであ

ります。 

  その後につきましては、妊婦さんに対しては、

希望する分娩取扱医療機関への紹介であります

とか、産科セミオープンシステム、これは後で

説明しますが、産科セミオープンシステムを活

用して妊婦健診を実施していく、また、婦人科

外来診療などはこれまでどおり対応されるとい

うふうに聞いているところであります。 

  もう一つの施設につきましては、今後もこれ

までどおりの体制で行われるということで、分

娩の取扱いについても継続実施されるというこ

とでございます。 

  いずれにしても、本市の今後の子育て環境に

与える影響は少なくないというふうに思ってい

るところであります。 

○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 答弁をいただきましてありがと

うございました。 

  （２）子育て環境についてお尋ねしたいと思

います。 

  「子育てをするなら寒河江市へ」と旗揚げを

することにおいても、地元に産婦人科医院や小

児科医院が存在することは必要な環境整備でな

いかと私は考えますが、市長の御所見をお伺い

いたします。 

○國井輝明議長 佐藤市長。 

○佐藤洋樹市長 子育て世代が安心して子供を産

み育てていけるようにしていくためには、小児

科医院、それから産婦人科医院は必要性の高い

医療機関の一つであるというふうに思いますの

で、市内の産婦人科医院が一部縮小されるとい

うことについては、寒河江市にとりましても非

常に残念なことだというふうに思っているとこ

ろであります。 

  県の地域医療構想においても、村山地域全体
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の課題の一つとして、分娩取扱医療機関の減少、

それから、将来的な地域の分娩施設の確保など

についてが課題として列挙されているところで

あります。 

  こうした課題克服のために、県においては、

診療所などと総合病院の役割分担と連携を進め

て、妊婦の利便性及び安心感の向上と医師の負

担軽減を図るために、先ほど申しあげましたが、

産科セミオープンシステムというものを推進し

ているところであります。 

  これは、妊娠前期や中期については近隣の産

婦人科医院などで妊婦健診を受けて、後期から

産後１か月は出産を希望する総合病院を利用し

て、その間、共通診療ノートで施設間の連携を

図る仕組みでございまして、地域全体で出産を

サポートする体制整備が図られるものというふ

うになっているところであります。寒河江市の

２つの産婦人科医療機関におきましては、この

システムに参加しておりますので、今後も利活

用が図れるというふうに思っているところであ

ります。 

  市といたしましては、産婦人科医療を含めた

周産期医療体制の充実というのは、申しあげる

までもなく、命を守る地域医療体制の充実のみ

ならず、市が推進しております魅力ある子育て

環境の整備という観点からも大変重要な課題で

ありますので、市民からのニーズも高いものと

いうふうに認識しております。 

  人口減少、それから分娩件数の減少が進んで

いる状況でありますので、新たな産婦人科医院

の開設を見込むというのは大変難しいというふ

うには思っておりますけれども、今後とも、産

婦人科を含む地域の周産期医療体制の充実を図

ることは大変、何回も申しあげますが、重要で

ありますので、引き続き様々な方策を検討して

いきたいというふうに考えているところであり

ます。 

○國井輝明議長 佐藤議員。 

○佐藤耕治議員 私も担当課のほうから、産科セ

ミオープンシステムの利用ということで資料を

頂きました。本当にこの前段の中で一番問題な

のが、全国的に産婦人科数が少ないということ

が、まず一番問題になってくるのかなと思って

いるところです。 

  これは、久保田管理者も含めまして、様々な

医師関係の連携も取りながら、働きかけをしな

がら進めていって、先ほど小児科の話もしまし

たけれども、１件が２件に医院が増えたことに

よって、すごく働き方改革も改善されると。や

っぱりお父さん、お母さんたちが働けると、当

然、産婦人科も何とか通院しなければならない

ということもあれば、当然、近くでは天童市に

も有名な産婦人科があって、実際のところ寒河

江市のまちを横断して、そして天童まで行くと

20分、30分かかってしまうということからすれ

ば、通勤するお父さん、お母さんに対しても、

近くに医療機関があることによって、すごく働

き方で負担がかからない。特に、２子、３子と

子供を産んでくることによって、家庭の事情が

大変目まぐるしく忙しくなってきます。当然、

妊婦さんであれば通院するかもしれませんけれ

ども、第１子の子供を保育所に連れていかなく

ちゃならないということであれば、できるだけ

時間が短いところに、近いところに医院があれ

ば助かるなと。 

  市長の強い御回答も得ましたので、本当に今

後、産婦人科医院を、今後とも安心して産み育

てるためにも推進を図っていただきますようお

願いいたしまして、私の一般質問を終わらせて

いただきます。ありがとうございました。 

 

議 案 上 程 

 

○國井輝明議長 日程第２、議会案第１号ロシア

によるウクライナ侵略に断固抗議する決議を議

題といたします。 



 - 72 - 

 

議 案 説 明 

 

○國井輝明議長 日程第３、議案説明であります。 

  議会運営委員長から提案理由の説明を求めま

す。阿部議会運営委員長。 

   〔阿部 清議会運営委員長 登壇〕 

○阿部 清議会運営委員長 ロシアによるウクラ

イナ侵略に断固抗議する決議 

  ２月24日、ロシアは、世界中の平和を望む切

なる願いに反し、ウクライナへの侵略を開始し

た。さらに現在は、核の力を背景に国際社会の

安定を一層脅かしている。 

  ロシア軍の侵略により多くの人々が住み慣れ

た土地を追われ、避難を余儀なくされている。

武力攻撃は居住地にも及び、幼い命が奪われる

など罪のない民間人にも被害が広がっている。 

  このようなウクライナの主権と領土を侵害す

る行為は、明らかに国際法、国連憲章に違反し

ている。 

  また、今般のロシアの行動は、欧州にとどま

らず、海を挟んで対面する日本はもとより、ア

ジアを含む国際社会の秩序の根幹を揺るがしか

ねないもので、断じて看過できない。 

  よって、本市議会は、ロシアのウクライナへ

の侵略に対し断固抗議するとともに、即時無条

件でのロシア軍の完全撤退を強く求める。 

  令和４年３月 

  寒河江市議会 

  上記のことについて、別紙のとおり寒河江市

議会会議規則（昭和42年議会規則第１号）第14

条第２項の規定により提出します。 

  令和４年３月７日 

  提出者 議会運営委員会委員長 阿部 清 

 

質疑・討論・採決 

 

○國井輝明議長 日程第４、これより質疑・討

論・採決に入ります。 

  議会案第１号について質疑はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  これにて質疑を終結いたします。 

  討論に入ります。討論はありませんか。 

   （「なし」と呼ぶ者あり） 

  討論を終結いたします。 

  これより、議会案第１号ロシアによるウクラ

イナ侵略に断固抗議する決議を採決いたします。 

  本案は原案のとおり決することに御異議あり

ませんか。 

   （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

  御異議なしと認めます。 

  よって、議会案第１号は原案のとおり可決さ

れました。 

 

   散    会    午後３時１１分 

 

○國井輝明議長 以上をもちまして、本日の日程

は終了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

  御苦労さまでした。 

 


